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₁

₁ ．はじめに

　少子高齢化の進行する日本において，女性の労働力をいかに活用するかが重要な課題となって
いる。女性の労働力率を₂₀₁₀年時点のデータで国際比較すると，₂₅︲₂₉歳については日本が

　 ＊　本稿の作成にあたっては，樋口美雄氏，直井道生氏，野原快太氏をはじめ多くの方から有益なコメント
を頂戴した。記して感謝したい。また，本稿は，慶應義塾大学パネルデータ設計・解析センターが作成し
た「慶應義塾家計パネル調査」の個票データの提供を受けた。なお，本稿のありうべき誤りは，すべて筆
者達によるものである。

三田商学研究
第₅₇巻第 ₄号
₂₀₁₄ 年 ₁₀ 月

2014年 9 月 1 日掲載承認

山　本　　　勲
伊　藤　大　貴

＜要　　約＞
　本稿では，₂₀₀₀年代に実施された地域を対象とした育児政策の ₁つである「子育て支援総合推
進モデル市町村事業」の政策評価分析を実施した。具体的には，家計パネルデータをもとに，回
帰モデルと傾向スコアマッチングを用いた DD分析を行い，対象となった地域における女性の雇
用や労働時間が政策実施前後でどのように変化したかを検証した。分析の結果，「子育て支援総
合推進モデル市町村事業」の対象となったモデル地域（市町村）に在住する既婚女性の非正規雇
用，特に，自ら希望して非正規雇用に就いた本意型非正規雇用が増加した可能性が示された。こ
の傾向は，特に，短大・高専卒，あるいは， ₆歳未満の子どもを多く育てる既婚女性に顕著で
あった。また，同事業が正規雇用に就いている既婚女性の労働時間を増加させた可能性も確認で
きた。ただし，こうした影響は，財政力指数や財政規模などの地域要因をコントロールするとみ
られなくなるため，既婚女性の就業への影響は，政府がモデル地域に指定したことよりも，市町
村が積極的な育児支援を行ったことによるところが大きいと推察される。

＜キーワード＞
　子育て支援総合推進モデル市町村事業，女性就業，傾向スコアマッチング，DD分析
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₇₇.₁％，アメリカが₇₅.₆％，イギリスが₇₇.₈％と， ₃か国で大きな違いはないものの，₃₅︲₃₉歳に
なると日本が₆₆.₂％，アメリカが₇₄.₁％，イギリスが₇₆.₄％と，日本のみが大幅に低下する。そ
の後₄₅︲₄₉歳になると，日本が₇₅.₈％，アメリカが₇₆.₈％，イギリスが₈₂.₂％と，日本の労働力率
はアメリカ並みに上昇するが，この年代の ₆割程度が非正規雇用として就業している

1）
。これはい

わゆる「M字カーブ」といわれるものであり，かつてよりは改善されたものの
2）
，₃₀歳代で一度

労働市場から撤退し，₄₀歳代でパートタイマーや派遣社員といった非正規雇用として労働市場に
再び参入する傾向が現在でもみられる。
　女性の第 ₁子出産平均年齢が₃₀.₃歳であることを踏まえると

3）
，₃₀歳代での労働力率の低下は，

日本の労働市場で女性が育児と仕事を両立することが困難であることが原因の ₁つになっている
と推察される。ワークライフバランスの推進やポジティブアクションの普及といった政策的な取
り組みがなされており，また，近年ではアベノミクスの成長戦略でも女性活用が重要視されてい
るが，育児・就業環境を整備し，女性が育児と仕事を両立しうる体制を企業や社会で構築してい
くことは喫緊の課題といえよう。
　育児支援の担い手としては，企業あるいは国や地方自治体といった公的部門が存在する。企業
の育児支援策については，育児休業制度や短時間勤務制度などのワークライフバランス施策が代
表例である。昨今はワークライフバランスへの関心が高まっており，女性にとっても働きやすい
環境が提供され始めている。こうした企業の育児支援策やワークライフバランス施策と女性活用
の関係については，実証研究が数多く存在する。たとえば，駿河・張（₂₀₀₃）では育児休業制度
が明示されている企業では女性の就業確率が高まることが示されている。また，川口（₂₀₁₁）で
は，ワークライフバランス施策が整備されている企業で女性活用度が高いことを明らかにしてい
る。さらに，山本（₂₀₁₄）は企業で女性活用が進む要因を検証し，ワークライフバランス施策の
充実した企業や労働時間の短い企業では正社員としての女性活用が進みやすいことを示している

4）
。

これらの先行研究を踏まえると，企業による育児支援策やワークライフバランス施策は女性活用
を促進する効果をもたらす可能性が高いといえる。
　一方で，公的部門，とりわけ市町村が担う育児支援策の効果については，先行研究は多くなく，
また，検証結果もまちまちである。政府による全国的な少子化対策としては，₂₀₀₃年に「次世代
育成支援対策推進法」が作成され，これを皮切りに「地域子育て支援拠点事業」や「子ども・子
育て応援プラン」など多くの育児支援策が策定された。同時に，市町村などの自治体でも，「子
育て支援総合推進モデル市町村事業」などの政府の事業の一環として，あるいは，独自の施策と
して，保育所の定員拡充を図るなどの取り組みを行ってきた。「子育て支援総合推進モデル市町

 ₁）　数値は『データブック国際労働比較₂₀₁₂』（労働政策研究・研修機構，₂₀₁₂年）および「労働力調査」
（総務省，₂₀₁₃年）にもとづく。
 ₂）　₁₉₉₅年における日本の女性の労働力率は，₂₀︲₂₄歳で₇₄.₁％，₃₀︲₃₄歳で₅₃.₇％，₄₀︲₄₄歳で₆₉.₅％であり，
₂₀代および₄₀代と₃₀代との労働力率の差は₂₀₁₀年より大きい（「労働力調査」（総務省）より）。

 ₃）　₂₀₁₂年時点の数値（「平成₂₆年我が国の人口動態（平成₂₄年までの動向）」（厚生労働省）より）。
 ₄）　このほか，両立支援策と女性就業を検証した先行研究としては，樋口（₁₉₉₄），富田（₁₉₉₄），森田・金
子（₁₉₉₈），松繁・竹内（₂₀₀₈）などが挙げられる。
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村事業」は₂₀₀₄年に策定された政府の育児支援策であり，全国₅₀の市町村をモデル事業の対象と
して指定し，地方自治体による総合的かつ積極的な育児支援を政府がサポートする狙いがあった。
　しかし，こうした特定地域を対象とした政府の事業，あるいは，地域における育児支援策が女
性の就業にどのような影響を与えるのか，といった政策効果分析は日本の先行研究では行われて
いない。また，保育所と女性労働に関する先行研究はいくつも存在するが，分析結果については
一定のコンセンサスが得られているとはいえない。たとえば，大石（₂₀₀₃）では保育所の利用可
能性の拡大は母親の就業確率を高めることが指摘されているほか，丸山（₂₀₀₁）では，就業して
いる女性が保育サービスの拡大を求める傾向が強いことを明らかにしている。これに対し，樋口
他（₂₀₀₇）は，保育サービスの拡充は必ずしも女性の就業に正の影響を与えるとは限らないこと
を示している。
　こうしたことを踏まえ，本稿では，地域に対する育児支援策としての「子育て支援総合推進モ
デル市町村事業」が女性の就業にどのような影響を与えたかを政策評価分析のフレームワークで
検証する。具体的には，全国世帯を対象とした「慶應義塾家計パネル調査（Keio Household Panel 

Survey）」（KHPS）の個票データを利用し，本政策の実施後に対象地域の女性の就業率が上昇し
たかを Difference-in-Differences分析（以下，DD分析）により明らかにする。なお，育児支援策
は女性の出生率にも影響を与えると考えられるが，本稿ではこの点を考察の対象としていないこ
とに留意されたい。
　本稿の分析結果をあらかじめ要約すると，以下のとおりである。まず，「子育て支援総合推進
モデル市町村事業」によって，対象地域（市町村）の既婚女性の非正規雇用，特に，自ら希望し
て非正規雇用に就いた本意型非正規雇用が増加した傾向がみられる。この傾向は，短大・高専卒，
または， ₆歳未満の子どもを多く育てる既婚女性について顕著であった。また，同事業が，正規
雇用として働いている女性の労働時間を増加させた可能性もみられた。一方，同事業の仕組みは，
育児支援策に総合的・積極的に取り組む市町村をモデル地域として指定するものであるため，女
性就業への効果が市町村の取り組みによるものなのか，あるいは，モデル地域としての指定によ
るものなのかの見極めも重要といえる。この点について検証したところ，モデル地域としての指
定によってではなく，市町村の取り組みによって女性の非正規雇用率が上昇した可能性が高いこ
とが示唆された。
　本稿の構成は以下のとおりである。まず次節では，本稿の分析対象である「子育て支援総合推
進モデル市町村事業」の概要を説明したうえで，類似の政策に関する海外の先行研究を紹介する。
続く ₃節では，本稿で用いる推計手法，利用データ，変数について説明する。 ₄節では，モデル
地域と非モデル地域の女性の雇用率の推移を概観したうえで，回帰モデルを用いた DD分析と傾
向スコアマッチングを用いた分析の推計結果を示す。最後に ₅節では，推計結果のまとめと本稿
の分析から得られる含意について述べる。
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₂ ．「子育て支援総合推進モデル市町村事業」の概要

　本節では，分析対象である「子育て支援総合推進モデル市町村事業」の概要を整理するととも
に，類似した育児政策についての海外での先行研究を概観する。
　「子育て支援総合推進モデル市町村事業」は，「平成₁₆年度末までに策定する市町村行動計画に
おいて，各種の子育て支援事業に総合的・積極的に取り組もうとする市町村を₅₀か所程度指定し，
全国的な子育て支援事業の推進に資する

5）
」という趣旨のもと，₂₀₀₄年に策定された政府の育児政

策の ₁つである。政策の対象となるモデル地域は，₂₀₀₃年の「次世代育成支援対策推進法」で作
成を義務づけられた育児や子育てに関する前期行動計画（₂₀₀₅︲₀₉年）の内容にもとづいて選定さ
れている

6）
。具体的には，各市町村の前期行動計画において，育児に関して指定された必須事業と

選択事業
7）
の内容が優れた市町村がモデル地域に指定されることとなっており，育児支援策により

積極的な地域が選定される仕組みになっている。選定されたモデル市町村に対しては，モデル事
業推進の計画策定等に要する経費補助などの支援措置が施されている。
　これまでの政府による育児政策では，すべての地域に同一の事業内容が提示され，その後の具
体的な政策運営を市町村に委ねるものが多かったといえる。これに対して，「子育て支援総合推
進モデル市町村事業」は，総合的・積極的な行動計画を有する市町村を選定し，限られた地域を
モデル事業として指定するスタイルをとっている。その意味で，本事業はこれまでとは異なる政
策と位置づけられ，その効果分析を行うことの意義は大きい。
　一方で，この事業の効果分析の結果の解釈には留意が必要である。というのも，本事業は特定
地域をモデル地域に指定するものであるが，そのモデル地域では育児支援について総合的・積極
的な行動計画が策定されている。そのため，本事業のモデル地域が他の地域よりも育児期の女性
の就業率を改善させたとしても，そこには，①もともと策定されていた市町村の行動計画・取り
組みの効果と②モデル事業に指定されたことによる追加的な効果の双方が反映されていると解釈
できる。
　市町村による行動計画や育児支援の取り組みの内容によって，女性の育児と仕事の両立にどの
ような影響が生じるのかを把握することは重要である。同時に，モデル事業といった政府の取り
組みに効果があるかを把握することも重要といえる。このため，本稿では，双方を合わせた効果
を測定するとともに，市町村別の財政状態など，育児施策の充実度に影響を与えうる変数を別途
コントロールすることで，政府によるモデル事業への指定による追加的な効果があったかの識別
も試みる。
　なお，「子育て支援総合推進モデル市町村事業」は「次世代育成支援対策推進法」の前期行動

 ₅）　厚生労働省より引用（http://www.mhlw.go.jp/houdou/₂₀₀₄/₀₆/h₀₆₁₈-₆b.html）。
 ₆）　詳細は http://www.mhlw.go.jp/houdou/₂₀₀₄/₀₆/h₀₆₁₈-₆a.htmlを参照。
 ₇）　必須事業には，子育て短期預かり支援事業，居宅子育て支援事業，子育て相談支援事業，子育て支援総
合コーディネート事業，選択事業には，子育て短期支援事業，訪問型一時保育，特定保育事業などが含ま
れる。
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計画（₂₀₀₅︲₀₉年）をもとに指定されるが，市町村ではその後の後期行動計画（₂₀₁₀︲₁₄年）まで継
続した育児支援が行われている。このため，本稿では，「子育て支援総合推進モデル市町村事業」
の効果は事業期間終了後，前期行動計画に続く後期行動計画に沿って市町村の取り組みが続いた
₂₀₁₀年以降にも表れる可能性を踏まえて分析を進める。
　前節で述べたように，国内において「子育て支援総合推進モデル市町村事業」を取り上げた研
究は今のところ行われていないが，この政策と同様に特定の地域を対象とした育児政策はカナダ
で実施されており，それに関連した研究は複数行われている。カナダで行われた育児政策は ₄歳
の子どもに対して割引価格で保育スペースを提供するというものであり，₁₉₉₇年よりカナダのケ
ベック州のみで行われた。この政策が女性の就業に与えた影響を実証した Lefebvre and Merri-

gan （₂₀₀₈） は，ケベック州をトリートメントグループ，その他の州をコントロールグループとし
た DD分析を実施し，同政策は女性の労働供給を増やしたことを明らかにしている。さらに，
Lefebvre et al. （₂₀₀₉）は，ケベック州の育児政策をより詳細に分析し，教育年数の低い女性に特
に効果が大きいことを見出している。このほか，Baker et al. （₂₀₀₈） でも同様に，ケベック州の
育児政策が女性の労働供給を増やしたとの結果を導いている。本稿ではこれら研究を参考に，政
策対象の地域をトリートメントグループ，その他の地域をコントロールグループとする DD分析
を実施し，「子育て支援総合推進モデル市町村事業」の政策評価を進める。

₃．分析アプローチ

（ ₁）推計手法
　上述のように，以下では「子育て支援総合推進モデル市町村事業」のモデル地域に指定された
市町村に住む女性をトリートメントグループ，それ以外の市町村に住む女性をコントロールグ
ループとして，モデル地域指定が女性の就業に与えた影響を DD分析によって確認する。また，
結果の頑健性を確認する目的から，回帰モデルを用いた推計と傾向スコアマッチングを用いた推
計の ₂つの分析を実施する。以下，それぞれの推計手法について述べる。
　回帰モデルを用いた DD分析では，被説明変数に応じて以下の（₁）式を変量効果プロビットモ
デル，または，変量効果（あるいは固定効果）線形モデルとして推計する。

 Y M M FT T Xit i i i itt t t1 2 3 4+ + +b fb b b += +  （₁）

ここで，Yit は個人 i の t 年における雇用・正規・非正規・本意型非正規の有無を示すダミー変
数，または，週平均労働時間を示す。Mi はモデル地域ダミー，Ttは年ダミーの変数ベクトル，
Xt は学歴や家庭環境などの個人属性を含めたコントロール変数ベクトル，Fi は時間不変の個人
の固有効果， itf は誤差項を表す。
　前節で述べたように，「子育て支援総合推進モデル市町村事業」は，「次世代育成支援対策推進
法」の前期行動計画（₂₀₀₅︲₀₉年）をもとに₂₀₀₄年度から政策が始まった。しかし，市町村では後
期行動計画（₂₀₁₀︲₁₄年）まで見据えた長期的な取り組みが行われているはずである。よって，分
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析では，モデル事業や市町村の育児支援に関する政策効果が表れるまでには一定の時間を要する
可能性があることを考慮する。具体的には，政策開始以前の₂₀₀₄年

8）
から₂₀₁₂年までのデータを利

用し，比較時点を ₃年期間ごとに₂₀₀₄︲₀₆年，₂₀₀₇︲₀₉年，₂₀₁₀︲₁₂年に設定する。そのうえで，
政策効果が顕現化しにくい₂₀₀₄︲₀₆年をベースに，効果が生じうる₂₀₀₇︲₀₉年あるいは₂₀₁₀︲₁₂年
を ₁とする年ダミーを作成し，Tt に含める。このため，モデル地域ダミーと年ダミーの交差項
の係数ベクトルである 1b に本稿の関心である育児政策の平均処置効果（Average Treatment Effect: 

ATE）が表される。
　傾向スコアマッチングを用いた DD分析では，個人属性を回帰分析でコントロールしてモデル
地域指定による効果を計測する代わりに，個人属性の似ている標本をノンパラメトリックに選定
し，トリートメントグループとコントロールグループ間の属性の違いを小さくしたうえで，雇用
率などの違いを政策効果として算出する。
　まず，プロビットモデルを用いて，トリートメントグループに属する確率（傾向スコア：pro-

pensity score）を個人属性で回帰する（₂）式を推計する。

 Pre M X E M X1i i i i i= = =] ]g g  （₂）

ここで，eiは個人属性や家庭環境Xiを所与とした場合にトリートメントグループに属する確率
（傾向スコア）を示している。この傾向スコアeiを用いて，モデル地域居住者（トリートメントグ
ループ）が仮想的に非モデル地域に在住者していたとしたら，どのような被説明変数の値をとる
かをカーネル法によって以下のように求める。

 !
!

/
/

Y
Y G e e h
Y G e e h

0l
k M l k i

l M l l i

0

0

i

i

－
－=

=

=t ] ]]
]]g g g

g g
 （₃）

ここで，G $] gはカーネル関数，hは bandwidthパラメータを示している。この式では，トリート
メントグループの各標本について，傾向スコアeiが類似している標本をコントロールグループか
ら収集して加重平均をとることで，コントロールグループがトリートメントグループに属してい
た場合の仮想的な被説明変数の値を算出する。そのうえで，「子育て支援総合推進モデル市町村
事業」の実施前後での差を比較し，傾向スコアマッチングにもとづく育児政策の平均処置効果
（Average Treatment Effect on the Treated: ATT）を以下の（₄）式のように求める。

 ATT
N

Yi Y
1

1 0T l

i M 1i

－D D=
=

] ]g g7 A\ \!  （₄）

ただし，NTはトリートメントグループのサンプルサイズ，Yi（₁）はモデル地域在住者（トリート
メントグループ）の被説明変数の値を表している。

 ₈）　「子育て支援総合推進モデル市町村事業」は₂₀₀₄年 ₄ 月に開始されたため，毎年 ₁月末が調査時点である
「慶應義塾家計パネル調査」の₂₀₀₄年データには政策開始以前の状態が反映されている。
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（ ₂）使用データ・変数
　本分析では，「慶應義塾家計パネル調査」（KHPS）より得られる個票データを使用する。この
調査は₂₀₀₄年から毎年 ₁月末時点に実施されており，本分析では₂₀₀₄年から₂₀₁₂年にわたる計 ₉
年分のデータを用いる。なお，同調査は₂₀₀₇年度と₂₀₁₀年度にサンプルを追加しているが，₂₀₀₄
年に実施された政策前後の個人の行動を捉えるため，本分析では₂₀₀₄年時点に調査対象であった
標本のみを利用する。ただし，サンプルサイズの確保を目的に，調査対象の配偶者も独立した標
本として利用する。
　「子育て支援総合推進モデル市町村事業」の効果を検証するため，分析対象を既婚かつ₄₀歳未
満の女性に限定する

9）
。日本における平均出産年齢は約₃₀歳であることを踏まえ，育児政策の効果

は₂₀～₃₀代の既婚女性に表れやすいと判断し，分析対象の制限を設けた。
　前項で述べた推計式に用いる被説明変数と説明変数は以下のとおりである。まず，被説明変数
には雇用・正規・非正規・本意型非正規ダミーと週平均労働時間を用いる。雇用ダミーは正規あ
るいは非正規雇用に就いている場合は ₁，そうでなければ ₀の値をとる二値変数である。本意型
非正規雇用ダミーとは，個人が望んで非正規雇用に就いている場合に ₁，そうでない場合に ₀を
とる変数である。KHPSでは個人が非正規雇用に就いている理由を尋ねており，そこで「正規社
員で働くことを希望していたが，雇ってくれる会社がなかったから」と回答している場合は不本
意に非正規雇用を余儀なくされている不本意型非正規雇用，それ以外の理由で非正規雇用されて
いる場合は本意型非正規雇用と分類した

10）
。

　変量効果プロビットモデルの説明変数および傾向スコアを算出するためのプロビットモデルの
説明変数としては，モデル地域ダミーおよび年ダミーのほか，個人属性として，年齢，学歴（大
卒・大学院卒ダミー，短大・高専卒ダミー），配偶者年収，親の同居の有無（同居ダミー，準同居ダ
ミー）， ₆歳未満子ども数を用いる。ここで，親の同居の有無に関して，親と同一建物かつ生計
をともにしている場合は同居，親と同一建物で生計が別，あるいは親と同一敷地内の別の建物に
居住する場合は準同居として区分する。
　さらに，各自治体の財政力指数と標準財政規模も説明変数に加えた推計も試みる。上述のよう
に，「子育て支援総合推進モデル市町村事業」の効果は，①市町村による育児支援策の効果と②
政府がモデル地域に指定したことによる効果の ₂つに分けられる。このうち，市町村の育児政策
は財政状況や財政規模に大きく依存すると考えられるため，それらの地域要因をコントロールす
ることで①の効果を識別できると考え，説明変数に加える。
　以上の各変数の基本統計量は表 ₁に掲載した

11）
。表 ₁をみると，モデル地域と非モデル地域で個

人属性に違いがあることがわかる。推計では，こうした個人属性の違いを説明変数に加えること
で，あるいは，傾向スコアマッチングを実施することでコントロールする。

 ₉）　男性についても女性と同様の分析を行ったが，育児政策の効果を確認することはできなかった。
₁₀）　不本意型非正規雇用の特徴については，山本（₂₀₁₁）を参照されたい。
₁₁）　外れ値の処理のため，週平均労働時間と配偶者年収については「平均値± ₃標準偏差」の範囲内に収ま
るサンプルのみを使用した。
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₄ ．分析結果

（ ₁）モデル地域と非モデル地域における雇用率の推移
　DD分析の前に，図を用いて雇用・正規・非正規・本意型非正規の推移を比較してみたい。図
₁（₁）～（₄）はモデル地域（トリートメントグループ）と非モデル地域（コントロールグループ）に
おける女性の雇用率の年次推移を₂₀₀₄年から₂₀₁₂年まで示している。図の縦線は₉₅％信頼区間を
表しており，両グループの縦線が交わらない場合，両者の違いは統計的に有意であると判断でき
る。
　まず，図 ₁（₁）の雇用率をみると，₂₀₀₄年から₂₀₀₇年まではモデル地域のほうが低かったもの
の，₂₀₀₈年は同程度の水準で推移し，₂₀₀₉年から逆転してモデル地域のほうが高くなっているこ
とがわかる。信頼区間からみると両者の違いは統計的に有意ではなく，また，他の要因をコント
ロールしていないため，確定的なことはいえないが，「子育て支援総合推進モデル市町村事業」
終了後の₂₀₁₀年以降に雇用率の上昇として政策効果が顕現化している可能性が示唆される。
　同様の傾向は正規雇用や非正規雇用についてもみられる。図 ₁（₂）の正規雇用率については，
僅かではあるが₂₀₁₀年以降，モデル地域と非モデル地域の差が縮小しているようにみえる。また，
図 ₁（₃）の非正規雇用率では傾向がより顕著で，₂₀₀₄年から₂₀₀₇年までは地域による差はみられ
なかったものの，₂₀₀₈年以降はモデル地域の非正規雇用率が上昇し，非モデル地域を上回る水準
で推移していることがわかる。同様のことは図 ₁（₄）の本意型非正規雇用率についても当てはま
り，非正規雇用の増加が不本意な理由によるものではないことが推察される。
　以上の確認から，政策効果はすぐに顕現化するわけではなく，₂₀₀₈年頃からラグを伴って表れ

表 1　基本統計量

変数 モデル地域 非モデル地域
雇用ダミー ₀.₃₈ ₀.₄₆

（₀.₄₈） （₀.₅₀）
正規職ダミー ₀.₁₁ ₀.₁₆

（₀.₃₁） （₀.₃₆）
非正規職ダミー ₀.₂₆ ₀.₂₉

（₀.₄₄） （₀.₄₅）
本意型非正規職ダミー ₀.₂₅ ₀.₂₇

（₀.₄₄） （₀.₄₄）
週平均労働時間 ₁₀.₉₉ ₁₄.₁₅

（₁₆.₁₇） （₁₈.₁₁）
年齢 ₃₃.₇₈ ₃₃.₇₅

（₃.₉₇） （₃.₉₄）
大卒・大学院卒ダミー ₀.₁₉ ₀.₁₃

（₀.₄₀） （₀.₃₄）
短大・高専卒ダミー ₀.₂₉ ₀.₂₆

（₀.₄₅） （₀.₄₄）

注：表中の数値は平均値，（ ）内は標準偏差。

変数 モデル地域 非モデル地域
配偶者年収（千円） ₄,₈₂₄.₅₂ ₄,₆₇₅.₀₄

（₁,₉₀₄.₄₀） （₁,₉₄₁.₇₁）
同居ダミー ₀.₀₅ ₀.₁₁

（₀.₂₂） （₀.₃₁）
準同居ダミー ₀.₁₀ ₀.₁₁

（₀.₃₁） （₀.₃₁）
₆ 歳未満子ども数 ₀.₉₇ ₀.₈₄

（₀.₈₂） （₀.₈₄）
₆ 歳未満子ども ₁人ダミー ₀.₄₀ ₀.₃₇

（₀.₄₉） （₀.₄₈）
₆ 歳未満子ども ₂人以上ダミー ₀.₂₇ ₀.₂₂

（₀.₄₅） （₀.₄₁）
財政力指数 ₀.₈₈ ₀.₈₀

（₀.₂₂） （₀.₂₃）
標準財政規模（千円） ₇₅,₇₀₀.₀₀ ₄₄,₀₀₀.₀₀

（₃₄,₉₀₀.₀₀） （₃₈,₃₀₀.₀₀）
サンプルサイズ ₆₈₂ ₃,₈₅₈
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た可能性が示唆される。図でみられた傾向がさまざまな要因をコントロールしたうえでも確認で
きるか，以下では DD分析をもとに厳密な政策効果の推計を試みたい。

（ ₂）回帰モデルを用いた DD分析の結果
　まず，回帰モデルを用いた DD分析の結果を表 ₂～ ₅に示した。表 ₂は，育児政策が雇用に与
えた影響をみるために（₁）式を変量効果プロビットモデルとして推計した結果である。表には被
説明変数に応じて，雇用・正規雇用・非正規雇用・不本意型非正規雇用に対する影響として，係
数と限界効果の双方を示している

12）
。

　表 ₂～ ₅のいずれの表も，（₁）は市町村の育児支援の取り組み姿勢に影響を与えうる財政力指
数や財政規模を説明変数に加えていないケース，（₂）はそれらを説明変数に加えてコントロール
したケースを掲載している。
　表 ₂（₁）をみると，育児政策の効果を示すモデル地域ダミーと年ダミーの交差項がプラスで有
意になっているのは，非正規雇用と本意型非正規雇用の₂₀₁₀︲₁₂年の係数のみであることがわか

図 1　女性の就業形態の推移
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₁₂）　ダミー変数を重ねた交差項の限界効果の解釈は難しく，推定方法もさまざまである。本稿の確定方法が
必ずしも厳密ではない可能性は十分に考えられる。なお，線形確率モデルによる推計では，本稿と同様の
結果が得られている。
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₀₃
₄₂
）

₂₀
₀₇
︲₀
₉年
ダ
ミ
ー

₀.
₃₁
₇＊
＊
＊

₀.
₁₂
₃＊
＊
＊

₀.
₀₈
₉₉

₇.
₉₆

e︲
₀₈

₀.
₂₄
₃＊
＊
＊

₀.
₀₅
₅₀
＊
＊

₀.
₂₀
₃＊
＊

₀.
₀₄
₃₅
＊
＊

（
₀.
₀₉
₁₆
）

（
₀.
₀₃
₆₀
）

（
₀.
₁₆
₂）

（
₁.
₆₉

e︲
₀₇
）

（
₀.
₀₈
₇₉
）

（
₀.
₀₂
₁₇
）

（
₀.
₀₈
₄₃
）

（
₀.
₀₁
₉₅
）

₂₀
₁₀
︲₁
₂年
ダ
ミ
ー

₀.
₁₃
₂

₀.
₀₅
₀₉

₀.
₀₉
₅₇

₈.
₉₈

e︲
₀₈

₀.
₀₃
₀₂

₀.
₀₀
₆₅
₄

₀.
₀₁
₃₆

₀.
₀₀
₂₇
₈

（
₀.
₁₁
₄）

（
₀.
₀₄
₄₄
）

（
₀.
₁₈
₆）

（
₂.
₁₆

e︲
₀₇
）

（
₀.
₁₁
₂）

（
₀.
₀₂
₄₆
）

（
₀.
₁₁
₂）

（
₀.
₀₂
₃₁
）

年
齢

₀.
₀₂
₆₁
＊

₀.
₀₀
₉₉
₇＊

－
₀.
₀₈
₄₃
＊
＊
＊

－
₆.
₇₃

e︲
₀₈
＊

₀.
₀₅
₅₅
＊
＊
＊

₀.
₀₁
₁₉
＊
＊
＊

₀.
₀₅
₄₃
＊
＊
＊

₀.
₀₁
₁₁
＊
＊
＊

（
₀.
₀₁
₅₀
）

（
₀.
₀₀
₅₇
₅）

（
₀.
₀₂
₃₁
）

（
₃.
₅₀

e︲
₀₈
）

（
₀.
₀₁
₅₀
）

（
₀.
₀₀
₃₂
₄）

（
₀.
₀₁
₄₃
）

（
₀.
₀₀
₂₉
₅）

大
卒
・
大
学
院
卒
ダ
ミ
ー

₀.
₃₀
₄

₀.
₁₁
₉

₁.
₅₃
₆＊
＊
＊

₇.
₂₂

e︲
₀₅

－
₀.
₆₉
₁＊
＊
＊

－
₀.
₁₁
₁＊
＊
＊

－
₀.
₇₃
₆＊
＊
＊

－
₀.
₁₀
₉＊
＊
＊

（
₀.
₂₃
₂）

（
₀.
₀₉
₂₀
）

（
₀.
₃₄
₅）

（
₉.
₉₇

e︲
₀₅
）

（
₀.
₂₀
₉）

（
₀.
₀₂
₄₆
）

（
₀.
₂₀
₂）

（
₀.
₀₂
₁₆
）

短
大
・
高
専
卒
ダ
ミ
ー

₀.
₁₀
₈

₀.
₀₄
₁₆

₀.
₆₉
₃＊
＊
＊

₁.
₉₀

e︲
₀₆

－
₀.
₁₈
₆

－
₀.
₀₃
₈₁

－
₀.
₁₉
₄

－
₀.
₀₃
₇₆

（
₀.
₁₆
₀）

（
₀.
₀₆
₁₇
）

（
₀.
₁₇
₀）

（
₁.
₅₁

e︲
₀₆
）

（
₀.
₁₄
₆）

（
₀.
₀₂
₈₃
）

（
₀.
₁₄
₀）

（
₀.
₀₂
₅₇
）

配
偶
者
年
収

－
₀.
₀₀
₀₁
₂₇

－
₄.
₈₅

e︲
₀₅

－
₇.
₀₁

e︲
₀₅
＊

－
₅.
₆₀

e︲
₁₁

－
₉.
₀₉

e︲
₀₅

－
₁.
₉₅

e︲
₀₅

－
₆.
₃₁

e︲
₀₅
＊
＊

－
₁.
₂₉

e︲
₀₅
＊
＊

（
₂.
₈₈

e︲
₀₅
）

（
₁.
₁₀

e︲
₀₅
）

（
₃.
₉₄

e︲
₀₅
）

（
₀）

（
₂.
₈₃

e︲
₀₅
）

（
₆.
₂₅

e︲
₀₆
）

（
₂.
₇₂

e︲
₀₅
）

（
₅.
₆₅

e︲
₀₆
）

同
居
ダ
ミ
ー

₀.
₃₃
₇＊

₀.
₁₃
₂＊

₀.
₂₆
₀

₃.
₇₆

e︲
₀₇

₀.
₀₃
₀₆

₀.
₀₀
₆₆
₅

₀.
₀₄
₆₃

₀.
₀₀
₉₆
₄

（
₀.
₁₈
₇）

（
₀.
₀₇
₄₁
）

（
₀.
₂₄
₇）

（
₆.
₂₅

e︲
₀₇
）

（
₀.
₁₈
₂）

（
₀.
₀₄
₀₂
）

（
₀.
₁₇
₉）

（
₀.
₀₃
₈₀
）

準
同
居
ダ
ミ
ー

₀.
₆₃
₄＊
＊
＊

₀.
₂₄
₈＊
＊
＊

₀.
₂₂
₆

₂.
₉₇

e︲
₀₇

₀.
₅₇
₄＊
＊
＊

₀.
₁₅
₄＊
＊
＊

₀.
₆₅
₀＊
＊
＊

₀.
₁₇
₂＊
＊
＊

（
₀.
₁₆
₆）

（
₀.
₀₆
₃₆
）

（
₀.
₂₂
₁）

（
₄.
₅₈

e︲
₀₇
）

（
₀.
₁₅
₃）

（
₀.
₀₄
₈₉
）

（
₀.
₁₄
₈）

（
₀.
₀₄
₇₆
）

₆
歳
未
満
子
ど
も
数

－
₀.
₆₁
₇＊
＊
＊

－
₀.
₂₃
₆＊
＊
＊

－
₀.
₅₂
₉＊
＊
＊

－
₄.
₂₂

e︲
₀₇
＊
＊

－
₀.
₄₅
₈＊
＊
＊

－
₀.
₀₉
₈₂
＊
＊
＊

－
₀.
₄₀
₃＊
＊
＊

－
₀.
₀₈
₂₁
＊
＊
＊

（
₀.
₀₆
₈₁
）

（
₀.
₀₂
₅₅
）

（
₀.
₁₂
₄）

（
₁.
₇₇

e︲
₀₇
）

（
₀.
₀₆
₄₄
）

（
₀.
₀₁
₄₉
）

（
₀.
₀₆
₁₆
）

（
₀.
₀₁
₃₄
）

定
数
項

－
₀.
₃₁
₆

－
₂.
₀₀
₁＊
＊

－
₂.
₁₆
₂＊
＊
＊

－
₂.
₃₃
₆＊
＊
＊

（
₀.
₅₀
₃）

（
₀.
₇₈
₀）

（
₀.
₅₁
₅）

（
₀.
₄₉
₅）

サ
ン
プ
ル
サ
イ
ズ

₄,
₁₄
₉

注
₁
：（
 ）
内
は
ロ
バ
ス
ト
標
準
誤
差
を
示
す
。

　
₂
：
＊
，
＊
＊
，
＊
＊
＊
は
そ
れ
ぞ
れ
₁₀
，
₅
，
₁
％
水
準
で
有
意
で
あ
る
こ
と
を
示
す
。

＊
＊
＊

＊
＊
＊

＊
＊
＊

＊
＊
＊



地域の育児支援策と女性就業 ₁₁
表
2
　
つ
づ
き
：（
2）
地
域
要
因
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
あ
り

雇
用

正
規

非
正
規

本
意
型
非
正
規

係
数

限
界
効
果

係
数

限
界
効
果

係
数

限
界
効
果

係
数

限
界
効
果

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー

₀.
₂₂
₃

₀.
₀₈
₇₀

－
₀.
₇₈
₄

－
₁.
₄₇

e︲
₀₇

₀.
₄₃
₄

₀.
₁₂
₁

₀.
₄₅
₆

₀.
₁₂
₃

　
×
₂₀
₀₇
︲₀
₉年
ダ
ミ
ー

（
₀.
₂₉
₄）

（
₀.
₁₁
₇）

（
₀.
₅₉
₄）

（
₁.
₅₆

e︲
₀₆
）

（
₀.
₂₉
₃）

（
₀.
₀₉
₄₃
）

（
₀.
₂₈
₁）

（
₀.
₀₈
₈₈
）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー

₀.
₄₉
₈

₀.
₁₉
₆

₁.
₀₈
₈＊

₁.
₉₅

e︲
₀₅

₀.
₂₆
₆

₀.
₀₆
₉₇

₀.
₂₇
₉

₀.
₀₇
₀₂

　
×
₂₀
₁₀
︲₁
₂年
ダ
ミ
ー

（
₀.
₄₄
₉）

（
₀.
₁₇
₆）

（
₀.
₆₀
₂）

（
₀.
₀₀
₀₁
₆₉
）

（
₀.
₄₃
₄）

（
₀.
₁₂
₇）

（
₀.
₄₁
₉）

（
₀.
₁₁
₉）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー

₀.
₂₀
₅

₀.
₀₇
₉₇

－
₀.
₀₅
₂₃

－
₃.
₀₇

e︲
₀₈

₀.
₁₉
₁

₀.
₀₄
₇₃

₀.
₁₉
₅

₀.
₀₄
₆₁

（
₀.
₂₉
₃）

（
₀.
₁₁
₅）

（
₀.
₃₄
₃）

（
₃.
₃₇

e︲
₀₇
）

（
₀.
₂₇
₇）

（
₀.
₀₇
₂₉
）

（
₀.
₂₆
₀ ）

（
₀.
₀₆
₅₆
）

₂₀
₀₇
︲₀
₉年
ダ
ミ
ー

₀.
₁₈
₇

₀.
₀₇
₂₀

－
₀.
₀₂
₀₂

－
₁.
₂₈

e︲
₀₈

₀.
₁₂
₁

₀.
₀₂
₈₆

₀.
₀₈
₀₆

₀.
₀₁
₈₁

（
₀.
₁₂
₉）

（
₀.
₀₅
₀₃
）

（
₀.
₂₄
₂）

（
₂.
₃₀

e︲
₀₇
）

（
₀.
₁₂
₅）

（
₀.
₀₃
₀₅
）

（
₀.
₁₂
₀）

（
₀.
₀₂
₇₅
）

₂₀
₁₀
︲₁
₂年
ダ
ミ
ー

₀.
₂₀
₃

₀.
₀₇
₈₅

－
₀.
₁₈
₈

－
₉.
₃₃

e︲
₀₈

₀.
₂₀
₈

₀.
₀₅
₁₅

₀.
₁₄
₃

₀.
₀₃
₃₁

（
₀.
₁₉
₅）

（
₀.
₀₇
₆₆
）

（
₀.
₃₂
₇）

（
₁.
₀₁

e︲
₀₆
）

（
₀.
₁₇
₆）

（
₀.
₀₄
₆₉
）

（
₀.
₁₇
₄）

（
₀.
₀₄
₂₄
）

年
齢

₀.
₀₁
₉₀

₀.
₀₀
₇₂
₅

－
₀.
₀₇
₁₆
＊
＊

－
₄.
₆₁

e︲
₀₈

₀.
₀₄
₇₃
＊
＊

₀.
₀₁
₁₀
＊
＊

₀.
₀₄
₉₇
＊
＊
＊

₀.
₀₁
₁₀
＊
＊
＊

（
₀.
₀₂
₀₂
）

（
₀.
₀₀
₇₇
₁）

（
₀.
₀₃
₁₄
）

（
₄.
₇₄

e︲
₀₇
）

（
₀.
₀₁
₈₇
）

（
₀.
₀₀
₄₃
₇）

（
₀.
₀₁
₈₁
）

（
₀.
₀₀
₄₀
₅）

大
卒
・
大
学
院
卒
ダ
ミ
ー

₀.
₁₀
₁

₀.
₀₃
₈₉

₁.
₁₈
₃＊
＊
＊

₁.
₈₆

e︲
₀₅

－
₀.
₆₁
₉＊
＊

－
₀.
₁₁
₀＊
＊
＊

－
₀.
₅₈
₉＊
＊

－
₀.
₁₀
₀＊
＊
＊

（
₀.
₃₀
₈）

（
₀.
₁₂
₀）

（
₀.
₃₈
₅）

（
₀.
₀₀
₀₁
₅₆
）

（
₀.
₂₇
₈）

（
₀.
₀₃
₆₇
）

（
₀.
₂₆
₄）

（
₀.
₀₃
₃₆
）

短
大
・
高
専
卒
ダ
ミ
ー

₀.
₀₈
₀₁

₀.
₀₃
₀₇

₁.
₀₅
₃＊
＊
＊

₅.
₂₈

e︲
₀₆

－
₀.
₃₄
₆＊

－
₀.
₀₇
₄₀
＊
＊

－
₀.
₃₆
₃＊
＊

－
₀.
₀₇
₃₃
＊
＊

（
₀.
₁₉
₈）

（
₀.
₀₇
₆₂
）

（
₀.
₂₆
₅）

（
₄.
₇₅

e︲
₀₅
）

（
₀.
₁₈
₄）

（
₀.
₀₃
₅₉
）

（
₀.
₁₇
₈）

（
₀.
₀₃
₂₆
）

配
偶
者
年
収

－
₉.
₉₈

e︲
₀₅
＊
＊

－
₃.
₈₀

e︲
₀₅
＊
＊

－
₀.
₀₀
₀₁
₁₉
＊
＊

－
₇.
₆₉

e︲
₁₁

－
₆.
₄₇

e︲
₀₅

－
₁.
₅₀

e︲
₀₅

－
₃.
₉₅

e︲
₀₅

－
₈.
₇₁

e︲
₀₆

（
₄.
₃₇

e︲
₀₅
）

（
₁.
₆₆

e︲
₀₅
）

（
₅.
₉₀

e︲
₀₅
）

（
₈.
₀₁

e︲
₁₀
）

（
₄.
₀₄

e︲
₀₅
）

（
₉.
₄₃

e︲
₀₆
）

（
₃.
₈₆

e︲
₀₅
）

（
₈.
₅₅

e︲
₀₆
）

同
居
ダ
ミ
ー

₀.
₃₁
₅

₀.
₁₂
₃

－
₀.
₀₉
₉₀

－
₅.
₂₂

e︲
₀₈

₀.
₁₆
₅

₀.
₀₄
₁₀

₀.
₁₈
₂

₀.
₀₄
₃₃

（
₀.
₂₀
₅）

（
₀.
₀₈
₁₂
）

（
₀.
₃₅
₉）

（
₅.
₁₂

e︲
₀₇
）

（
₀.
₁₉
₅）

（
₀.
₀₅
₁₆
）

（
₀.
₂₀
₀）

（
₀.
₀₅
₁₄
）

準
同
居
ダ
ミ
ー

₀.
₇₆
₆＊
＊
＊

₀.
₂₉
₈＊
＊
＊

₀.
₃₂
₉

₄.
₅₃

e︲
₀₇

₀.
₆₃
₈＊
＊
＊

₀.
₁₈
₅＊
＊
＊

₀.
₇₂
₁＊
＊
＊

₀.
₂₀
₆＊
＊
＊

（
₀.
₂₁
₂）

（
₀.
₀₇
₈₆
）

（
₀.
₂₅
₅）

（
₄.
₆₈

e︲
₀₆
）

（
₀.
₁₈
₇）

（
₀.
₀₆
₄₀
）

（
₀.
₁₈
₂）

（
₀.
₀₆
₂₁
）

₆
歳
未
満
子
ど
も
数

－
₀.
₆₆
₇＊
＊
＊

－
₀.
₂₅
₄＊
＊
＊

－
₀.
₄₄
₅＊
＊
＊

－
₂.
₈₇

e︲
₀₇

－
₀.
₅₃
₇＊
＊
＊

－
₀.
₁₂
₄＊
＊
＊

－
₀.
₄₆
₄＊
＊
＊

－
₀.
₁₀
₂＊
＊
＊

（
₀.
₀₉
₈₃
）

（
₀.
₀₃
₆₈
）

（
₀.
₁₇
₁）

（
₂.
₉₉

e︲
₀₆
）

（
₀.
₀₈
₉₇
）

（
₀.
₀₂
₁₃
）

（
₀.
₀₈
₄₆
）

（
₀.
₀₁
₉₁
）

財
政
力
指
数

－
₀.
₂₅
₀

－
₀.
₀₉
₅₁

－
₂.
₀₀
₆＊
＊
＊

－
₁.
₂₉

e︲
₀₆

₀.
₆₃
₄＊

₀.
₁₄
₇＊

₀.
₅₉
₂＊

₀.
₁₃
₁＊

（
₀.
₃₇
₂）

（
₀.
₁₄
₂）

（
₀.
₅₃
₅）

（
₁.
₃₄

e︲
₀₅
）

（
₀.
₃₃
₁）

（
₀.
₀₇
₇₄
）

（
₀.
₃₁
₁）

（
₀.
₀₆
₉₁
）

ln
標
準
財
政
規
模

－
₀.
₁₆
₅

－
₀.
₀₆
₂₉

－
₀.
₂₂
₇

－
₁.
₄₆

e︲
₀₇

－
₀.
₀₉
₈₃

－
₀.
₀₂
₂₈

－
₀.
₁₁
₀

－
₀.
₀₂
₄₂

（
₀.
₁₀
₇）
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。
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る。このため，モデル事業によって対象地域の非正規雇用と本意型非正規雇用の就業確率が高
まったと解釈できよう。ただし，限界効果に換算すると，プラスではあるもののいずれも統計的
には有意ではなく，非正規雇用や本意型非正規雇用への影響度合いは大きくなかったことが示唆
される。また，正規雇用については₂₀₀₇︲₀₉年ダミーとの交差項が係数・限界効果とも有意にマ
イナスになっており，政策によってかえって正規雇用率が低下した可能性がある。ただし，限界
効果は非常に小さい値になっているため，その影響度合いは限定的とみなせる。
　一方，財政力指数や財政規模といった地域要因をコントロールした表 ₂（₂）をみると，モデル
地域ダミーと年ダミーの交差項は係数と限界効果のいずれも統計的に有意にプラスにはなってい
ないことがわかる。地域要因をコントロールすると，表 ₂（₁）の非正規雇用と本意型非正規雇用
に対する₂₀₁₀︲₁₂年の政策効果の有意な係数もみられなくなり，代わりに財政力指数がプラスに
有意になっている。このことから，この期間の育児政策の効果があったとしても，政府によるモ
デル地域への指定によるものというよりは，モデル地域に選定された市町村が「次世代育成支援
対策推進法」に則って充実した育児支援の取り組みを実施したことによるところが大きいと判断
できる。
　次に，育児政策が特定の属性を持つ女性に効果を与えた可能性を検証するため，モデル地域ダ
ミーと年ダミーに，さらに学歴および子ども数に関するダミー変数を掛けた交差項を加えた推計
を行い，表 ₃と表 ₄に示した。まず，学歴による政策効果の違いを検証した表 ₃（₁）をみると，
非正規雇用において，₂₀₁₀︲₁₂年の短大・高専卒ダミーとの交差項が係数・限界効果ともにプラ
スで有意になっている。また，本意型非正規雇用において，₂₀₁₀︲₁₂年の短大・高専卒ダミーと
の交差項は，限界効果では有意ではないものの，係数では有意な結果が得られている。つまり，
モデル地域に居住する短大・高専卒の既婚女性については，政策実施後に望んで非正規雇用に就
ける確率が高まったと解釈できる。
　なお，正規雇用については同時期に短大・高専卒で減少したことが示されており，正規雇用か
ら非正規雇用への代替があったことが懸念される。しかし，正規雇用の限界効果は非常に小さい
ことから，その可能性は必ずしも高くはないと考えられる。また，こうした結果は財政力指数な
どの地域要因をコントロールした表 ₃（₂）でも確認されるため，短大・高専卒の既婚女性に対す
る非正規雇用へのプラスの効果については，市町村の育児支援の取り組みだけでなく，政府がモ
デル事業に指定したことによるところもあると判断できよう。
　また，子ども数との相乗効果をみた表 ₄（₁）では，₂₀₁₀︲₁₂年において，子ども数 ₂人以上ダ
ミーとの交差項の係数や限界効果が雇用，非正規雇用，本意型非正規雇用で概ねプラスに有意と
なっていることが示されている。子ども数 ₁人ダミーでは相乗効果が確認できないことから，子
ども数が多いほど育児政策の効果を享受しやすいと解釈することができる。ただし，地域要因を
コントロールした表 ₄（₂）では，こうした有意にプラスの政策効果はみられず，子ども数の多い
既婚女性に対する育児支援策は，政府によるモデル地域事業というよりは，市町村の取り組みの
点で効果をあげていたと解釈できる。
　一方，育児政策が女性の週平均労働時間に与えた影響を固定効果および変量効果モデルとして
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推計した表 ₅をみてみたい。ここでは雇用形態別の労働時間の変化を捉えるために，全サンプル，
雇用者，正規雇用者，非正規雇用者にサンプルを分けた推計結果を掲載している。なお，全サン
プルを対象にした場合には，非就業者の週平均労働時間を ₀として推計を行った。また，表 ₅の
最下部のハウスマン検定の結果にあるように，全サンプルを用いたケースでは固定効果モデル，
それ以外ではいずれも変量効果モデルが採択されている。
　表 ₅（₁）の推計結果をみると，全サンプルや雇用者をサンプルにしたケースでは，ハウスマン
検定で支持されるモデルからは，モデル地域ダミーと年ダミーの交差項について有意な係数は確
認できない。しかしながら，正規雇用者をサンプルにしたケースでは，ハウスマン検定で採択さ
れる変量効果モデルにおいて，₂₀₁₀︲₁₂年でプラスに有意な政策効果が得られている。また，同
様の結果は表 ₅（₂）に示したように，地域要因をコントロールしても変わらない。つまり，「子育
て支援総合推進モデル市町村事業」によって正規雇用として就業する女性の育児負担が軽減され，
その代わりに多くの時間を労働に充てるようになったと解釈できる。

（ ₃）傾向スコアマッチングを用いた DD分析の結果
　以上みてきた回帰モデルによる DD分析の頑健性を確認するため，以下，傾向スコアマッチン
グ分析の結果について述べる。
　表 ₆では，₂₀₀₄︲₁₂年を ₃期間に分類し，₂₀₀₄︲₀₆年，₂₀₀₇︲₀₉年，₂₀₁₀︲₁₂年の各期間内におけ
るモデル地域と非モデル地域の雇用率・正規雇用率・非正規雇用率・本位型非正規雇用率を（a）
列と（b）列に示している。その右側の（a）－（b）と記した「Difference」はいずれもモデル地域か
ら非モデル地域の各種雇用率を引いた差であり，このうち，非マッチングは単純に差をとったも
の，マッチングは傾向スコアマッチングによる差をとったものである。さらに，その右側の
「Difference-in-Differences」は非マッチングおよびマッチングの「Difference」について，₂₀₀₄︲
₀₆年からの差をとった ATTであり，育児政策の効果があれば，この ATTが統計的に有意にプラ
スになるはずである。
　上の回帰モデルを用いた DD分析と同様に，表 ₆では（₁）地域要因をコントロールしないケー
ス，（₂）地域要因をコントロールしたケースを掲載している。ここで地域要因のコントロールの
有無とは，傾向スコアを算出する（₂）式のプロビットモデルの説明変数 Xi に財政力指数や財政
規模といった地域要因を含めるかどうかを意味している。よって，表 ₆（₁）の ATTには市町村に
よる育児政策の効果と政府によるモデル指定の効果を合わせた全体の効果，表 ₆（₂）の ATTには
政府のモデル指定による効果が反映されていると想定する。
　まず，表 ₆（₁）の「Difference」に着目すると，雇用率については，₂₀₀₄︲₀₆年と₂₀₀₇︲₀₉年で
マッチングと非マッチングともに差が有意にマイナスとなっている。このことは政策開始当初は
モデル地域のほうが非モデル地域よりも女性の雇用率が有意に低かったことを意味している。ま
た，この結果は，傾向スコアマッチングによって属性をコントロールしても変わらない。
　一方，正規雇用率では₂₀₀₇︲₀₉年，非正規雇用率や本意型非正規雇用率では₂₀₀₄︲₀₆年について，
傾向スコアマッチングで属性をコントロールしたとしても，モデル地域の雇用率のほうが有意に
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₁.
₉₄

e︲
₀₅

－
₆.
₂₅

e︲
₀₅
＊
＊

－
₁.
₂₇

e︲
₀₅
＊
＊

（
₂.
₈₇

e︲
₀₅
）

（
₁.
₁₀

e︲
₀₅
）

（
₄.
₀₀

e︲
₀₅
）

（
₀）
　
　

（
₂.
₈₂

e︲
₀₅
）

（
₆.
₂₁

e︲
₀₆
）

（
₂.
₇₁

e︲
₀₅
）

（
₅.
₆₂

e︲
₀₆
）

同
居
ダ
ミ
ー

₀.
₃₃
₄＊

₀.
₁₃
₁＊

₀.
₂₆
₉

₂.
₂₇

e︲
₀₇

₀.
₀₂
₂₄

₀.
₀₀
₄₈
₆

₀.
₀₃
₉₂

₀.
₀₀
₈₁
₂

（
₀.
₁₈
₈）

（
₀.
₀₇
₄₅
）

（
₀.
₂₄
₇）

（
₃.
₇₅

e︲
₀₇
）

（
₀.
₁₈
₃）

（
₀.
₀₄
₀₀
）

（
₀.
₁₇
₉）

（
₀.
₀₃
₇₈
）

準
同
居
ダ
ミ
ー

₀.
₆₃
₈＊
＊
＊

₀.
₂₅
₀＊
＊
＊

₀.
₁₈
₂

₁.
₂₃

e︲
₀₇

₀.
₅₈
₄＊
＊
＊

₀.
₁₅
₇＊
＊
＊

₀.
₆₅
₉＊
＊
＊

₀.
₁₇
₅＊
＊
＊

（
₀.
₁₆
₆）

（
₀.
₀₆
₃₆
）

（
₀.
₂₂
₁）

（
₂.
₁₈

e︲
₀₇
）

（
₀.
₁₅
₃）

（
₀.
₀₄
₉₀
）

（
₀.
₁₄
₈）

（
₀.
₀₄
₇₇
）

₆
歳
未
満
子
ど
も
数

－
₀.
₆₁
₈＊
＊
＊

－
₀.
₂₃
₆＊
＊
＊

－
₀.
₅₅
₆＊
＊
＊

－
₂.
₅₀

e︲
₀₇
＊
＊

－
₀.
₄₅
₆＊
＊
＊

－
₀.
₀₉
₇₈
＊
＊
＊

－
₀.
₄₀
₁＊
＊
＊

－
₀.
₀₈
₁₇
＊
＊
＊

（
₀.
₀₆
₈₁
）

（
₀.
₀₂
₅₅
）

（
₀.
₁₂
₉）

（
₁.
₀₉

e︲
₀₇
）

（
₀.
₀₆
₄₄
）

（
₀.
₀₁
₄₈
）

（
₀.
₀₆
₁₅
）

（
₀.
₀₁
₃₃
）

定
数
項

－
₀.
₃₂
₀

－
₂.
₁₁
₂＊
＊
＊

－
₂.
₁₃
₇＊
＊
＊

－
₂.
₃₁
₅＊
＊
＊

（
₀.
₅₀
₄）

（
₀.
₇₉
₆）

（
₀.
₅₁
₇）

（
₀.
₄₉
₆）

サ
ン
プ
ル
サ
イ
ズ

₄,
₁₄
₉

₄,
₁₁
₆

₄,
₁₄
₉

₄,
₁₄
₉

注
₁
：（
 ）
内
は
ロ
バ
ス
ト
標
準
誤
差
を
示
す
。

　
₂
：
＊
，
＊
＊
，
＊
＊
＊
は
そ
れ
ぞ
れ
₁₀
，
₅
，
₁
％
水
準
で
有
意
で
あ
る
こ
と
を
示
す
。

＊
＊
＊

＊
＊
＊

＊
＊
＊

＊
＊
＊



地域の育児支援策と女性就業 ₁₅
表
3
　
つ
づ
き
：（
2）
地
域
要
因
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
あ
り

雇
用

正
規

非
正
規

本
意
型
非
正
規

係
数

限
界
効
果

係
数

限
界
効
果

係
数

限
界
効
果

係
数

限
界
効
果

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
×
₂₀
₀₇
︲₀
₉年

₀.
₀₈
₅₁

₀.
₀₃
₂₈

₀.
₂₂
₂

₀.
₀₅
₆₃

－
₀.
₀₆
₆₄

－
₀.
₀₁
₃₈

　
ダ
ミ
ー
×
大
卒
・
大
学
院
卒
ダ
ミ
ー

（
₁.
₀₁
₉）

（
₀.
₃₉
₇）

（
₀.
₉₇
₁）

（
₀.
₂₇
₂）

（
₀.
₇₇
₅）

（
₀.
₁₅
₆）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
×
₂₀
₀₇
︲₀
₉年

－
₀.
₀₉
₄₁

－
₀.
₀₃
₅₃

－
₂.
₁₀
₄＊
＊
＊

－
₁.
₈₀

e︲
₀₇

₀.
₂₉
₅

₀.
₀₇
₇₁

₀.
₂₇
₇

₀.
₀₆
₈₉

　
ダ
ミ
ー
×
短
大
・
高
専
卒
ダ
ミ
ー

（
₀.
₄₆
₅）

（
₀.
₁₇
₁）

（
₀.
₈₁
₃）

（
₁.
₇₇

e︲
₀₆
）

（
₀.
₄₈
₂）

（
₀.
₁₄
₂）

（
₀.
₄₇
₂）

（
₀.
₁₃
₂）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
×
₂₀
₁₀
︲₁
₂年

₀.
₆₅
₃

₀.
₂₅
₆

₁.
₄₅
₀

₀.
₅₀
₆

₁.
₃₇
₃

₀.
₄₇
₀

　
ダ
ミ
ー
×
大
卒
・
大
学
院
卒
ダ
ミ
ー

（
₁.
₁₈
₂）

（
₀.
₄₄
₅）

（
₁.
₁₂
₉）

（
₀.
₄₁
₉）

（
₁.
₀₆
₂）

（
₀.
₄₁
₀）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
×
₂₀
₁₀
︲₁
₂年

₁.
₇₈
₁＊
＊

₀.
₅₅
₅＊
＊
＊

－
₂.
₆₅
₇＊
＊
＊

－
₁.
₆₉

e︲
₀₇

₂.
₄₈
₆＊
＊
＊

₀.
₇₈
₁＊
＊
＊

₂.
₁₅
₂＊
＊
＊

₀.
₇₁
₇＊
＊
＊

　
ダ
ミ
ー
×
短
大
・
高
専
卒
ダ
ミ
ー

（
₀.
₇₇
₁）

（
₀.
₁₁
₁）

（
₀.
₈₀
₆）

（
₁.
₆₇

e︲
₀₆
）

（
₀.
₇₀
₃）

（
₀.
₁₀
₇）

（
₀.
₆₇
₅）

（
₀.
₁₅
₉）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー

₀.
₂₃
₄

₀.
₀₉
₁₃

－
₀.
₀₄
₀₁

－
₂.
₈₃

e︲
₀₈

₀.
₂₉
₉

₀.
₀₇
₇₆

₀.
₃₆
₈

₀.
₀₉
₄₂

　
×
₂₀
₀₇
︲₀
₉年
ダ
ミ
ー

（
₀.
₃₅
₅）

（
₀.
₁₄
₁）

（
₀.
₇₀
₂）

（
₄.
₈₆

e︲
₀₇
）

（
₀.
₃₃
₆）

（
₀.
₀₉
₇₇
）

（
₀.
₃₂
₇）

（
₀.
₀₉
₆₂
）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー

－
₀.
₁₇
₅

－
₀.
₀₆
₄₇

₂.
₂₈
₆＊
＊
＊

₀.
₀₀
₁₈
₃

－
₀.
₇₉
₅＊

－
₀.
₁₁
₆＊
＊
＊

－
₀.
₆₈
₁

－
₀.
₁₀
₀＊
＊

　
×
₂₀
₁₀
︲₁
₂年
ダ
ミ
ー

（
₀.
₅₅
₃）

（
₀.
₁₉
₇）

（
₀.
₆₈
₉）

（
₀.
₀₁
₀₇
）

（
₀.
₄₄
₂）

（
₀.
₀₃
₇₇
）

（
₀.
₄₂
₇）

（
₀.
₀₃
₉₄
）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー

₀.
₂₀
₄

₀.
₀₇
₈₉

－
₀.
₀₅
₀₅

－
₃.
₅₇

e︲
₀₈

₀.
₁₉
₄

₀.
₀₄
₇₁

₀.
₂₀
₃

₀.
₀₄
₇₃

（
₀.
₂₉
₅）

（
₀.
₁₁
₆）

（
₀.
₃₃
₅）

（
₃.
₆₄

e︲
₀₇
）

（
₀.
₂₈
₂）

（
₀.
₀₇
₃₀
）

（
₀.
₂₆
₅）

（
₀.
₀₆
₆₂
）

₂₀
₀₇
︲₀
₉年
ダ
ミ
ー

₀.
₁₉
₁

₀.
₀₇
₃₄

－
₀.
₀₂
₃₃

－
₁.
₇₇

e︲
₀₈

₀.
₁₂
₇

₀.
₀₂
₉₅

₀.
₀₈
₆₄

₀.
₀₁
₉₀

（
₀.
₁₃
₀）

（
₀.
₀₅
₀₆
）

（
₀.
₂₃
₉）

（
₂.
₇₇

e︲
₀₇
）

（
₀.
₁₂
₆）

（
₀.
₀₃
₀₃
）

（
₀.
₁₂
₁）

（
₀.
₀₂
₇₃
）

₂₀
₁₀
︲₁
₂年
ダ
ミ
ー

₀.
₂₀
₅

₀.
₀₇
₉₁

－
₀.
₁₉
₅

－
₁.
₁₅

e︲
₀₇

₀.
₂₁
₆

₀.
₀₅
₂₆

₀.
₁₅
₁

₀.
₀₃
₄₃

（
₀.
₁₉
₇）

（
₀.
₀₇
₇₂
）

（
₀.
₃₂
₇）

（
₁.
₁₄

e︲
₀₆
）

（
₀.
₁₇
₉）

（
₀.
₀₄
₆₉
）

（
₀.
₁₇
₆）

（
₀.
₀₄
₂₄
）

年
齢

₀.
₀₁
₈₃

₀.
₀₀
₆₉
₇

－
₀.
₀₇
₀₂
＊
＊

－
₅.
₄₃

e︲
₀₈

₀.
₀₄
₆₁
＊
＊

₀.
₀₁
₀₅
＊
＊

₀.
₀₄
₈₆
＊
＊
＊

₀.
₀₁
₀₅
＊
＊
＊

（
₀.
₀₂
₀₅
）

（
₀.
₀₀
₇₇
₉）

（
₀.
₀₃
₁₃
）

（
₅.
₁₁

e︲
₀₇
）

（
₀.
₀₁
₉₁
）

（
₀.
₀₀
₄₃
₅）

（
₀.
₀₁
₈₄
）

（
₀.
₀₀
₄₀
₃）

大
卒
・
大
学
院
卒
ダ
ミ
ー

₀.
₀₈
₆₉

₀.
₀₃
₃₃

₁.
₃₂
₈＊
＊
＊

₃.
₉₆

e︲
₀₅

－
₀.
₆₇
₅＊
＊

－
₀.
₁₁
₄＊
＊
＊

－
₀.
₆₃
₁＊
＊

－
₀.
₁₀
₃＊
＊
＊

（
₀.
₃₁
₆）

（
₀.
₁₂
₂）

（
₀.
₃₈
₇）

（
₀.
₀₀
₀₂
₉₉
）

（
₀.
₂₈
₇）

（
₀.
₀₃
₅₃
）

（
₀.
₂₇
₂）

（
₀.
₀₃
₂₈
）

短
大
・
高
専
卒
ダ
ミ
ー

₀.
₀₃
₂₄

₀.
₀₁
₂₄

₁.
₁₈
₁＊
＊
＊

₉.
₃₂

e︲
₀₆

－
₀.
₄₄
₇＊
＊

－
₀.
₀₉
₁₁
＊
＊
＊

－
₀.
₄₅
₃＊
＊

－
₀.
₀₈
₇₅
＊
＊
＊

（
₀.
₂₀
₅）

（
₀.
₀₇
₈₄
）

（
₀.
₂₆
₇）

（
₇.
₅₆

e︲
₀₅
）

（
₀.
₁₉
₅）

（
₀.
₀₃
₅₃
）

（
₀.
₁₈
₈）

（
₀.
₀₃
₂₃
）

配
偶
者
年
収

－
₉.
₉₃

e︲
₀₅
＊
＊

－
₃.
₇₈

e︲
₀₅
＊
＊

－
₀.
₀₀
₀₁
₁₃
＊

－
₈.
₇₂

e︲
₁₁

－
₆.
₇₅

e︲
₀₅
＊

－
₁.
₅₃

e︲
₀₅

－
₄.
₁₆

e︲
₀₅

－
₉.
₀₀

e︲
₀₆

（
₄.
₃₈

e︲
₀₅
）

（
₁.
₆₇

e︲
₀₅
）

（
₅.
₈₈

e︲
₀₅
）

（
₈.
₃₆

e︲
₁₀
）

（
₄.
₀₈

e︲
₀₅
）

（
₉.
₃₃

e︲
₀₆
）

（
₃.
₉₀

e︲
₀₅
）

（
₈.
₄₇

e︲
₀₆
）

同
居
ダ
ミ
ー

₀.
₃₁
₂

₀.
₁₂
₂

－
₀.
₀₆
₈₇

－
₄.
₆₂

e︲
₀₈

₀.
₁₅
₄

₀.
₀₃
₇₂

₀.
₁₇
₂

₀.
₀₄
₀₂

（
₀.
₂₀
₆）

（
₀.
₀₈
₁₆
）

（
₀.
₃₅
₉）

（
₄.
₂₃

e︲
₀₇
）

（
₀.
₁₉
₅）

（
₀.
₀₅
₀₂
）

（
₀.
₂₀
₁）

（
₀.
₀₅
₀₃
）

準
同
居
ダ
ミ
ー

₀.
₇₉
₃＊
＊
＊

₀.
₃₀
₈＊
＊
＊

₀.
₂₇
₆

₃.
₉₈

e︲
₀₇

₀.
₆₈
₉＊
＊
＊

₀.
₁₉
₉＊
＊
＊

₀.
₇₇
₀＊
＊
＊

₀.
₂₂
₀＊
＊
＊

（
₀.
₂₁
₃）

（
₀.
₀₇
₈₄
）

（
₀.
₂₆
₄）

（
₃.
₈₁

e︲
₀₆
）

（
₀.
₁₈
₇）

（
₀.
₀₆
₄₆
）

（
₀.
₁₈
₂）

（
₀.
₀₆
₂₆
）

₆
歳
未
満
子
ど
も
数

－
₀.
₆₇
₂＊
＊
＊

－
₀.
₂₅
₆＊
＊
＊

－
₀.
₄₅
₀＊
＊

－
₃.
₄₈

e︲
₀₇

－
₀.
₅₄
₅＊
＊
＊

－
₀.
₁₂
₄＊
＊
＊

－
₀.
₄₆
₉＊
＊
＊

－
₀.
₁₀
₁＊
＊
＊

（
₀.
₀₉
₉₇
）

（
₀.
₀₃
₇₃
）

（
₀.
₁₇
₆）

（
₃.
₃₂

e︲
₀₆
）

（
₀.
₀₉
₀₆
）

（
₀.
₀₂
₁₄
）

（
₀.
₀₈
₅₀
）

（
₀.
₀₁
₉₁
）

財
政
力
指
数

－
₀.
₂₉
₄

－
₀.
₁₁
₂

－
₂.
₀₅
₃＊
＊
＊

－
₁.
₅₉

e︲
₀₆

₀.
₆₁
₆＊

₀.
₁₄
₀＊

₀.
₅₈
₁＊

₀.
₁₂
₆＊

（
₀.
₃₇
₃）

（
₀.
₁₄
₂）

（
₀.
₅₃
₈）

（
₁.
₅₁

e︲
₀₅
）

（
₀.
₃₃
₈）

（
₀.
₀₇
₇₅
）

（
₀.
₃₁
₆）

（
₀.
₀₆
₉₂
）

ln
標
準
財
政
規
模

－
₀.
₁₆
₅

－
₀.
₀₆
₂₈

－
₀.
₂₂
₈

－
₁.
₇₆

e︲
₀₇

－
₀.
₀₉
₇₇

－
₀.
₀₂
₂₂

－
₀.
₁₀
₉

－
₀.
₀₂
₃₅

（
₀.
₁₀
₉）

（
₀.
₀₄
₁₄
）

（
₀.
₁₅
₃）

（
₁.
₆₆

e︲
₀₆
）

（
₀.
₁₀
₂）

（
₀.
₀₂
₃₃
）

（
₀.
₀₉
₈₄
）

（
₀.
₀₂
₁₄
）

定
数
項

₂.
₉₄
₃

₃.
₃₂
₅

－
₀.
₆ ₄
₈

－
₀.
₇₃
₂

（
₁.
₉₄
₁）

（
₂.
₅₈
₀）

（
₁.
₇₉
₅）

（
₁.
₇₂
₇）

サ
ン
プ
ル
サ
イ
ズ

₂,
₂₇
₉

₂,
₂₅
₂

₂,
₂₇
₉

₂,
₂₇
₉

備
考
：
₁
．（
 ）
内
は
ロ
バ
ス
ト
標
準
誤
差
を
示
す
。
　
　
₂
．
＊
，
＊
＊
，
＊
＊
＊
は
そ
れ
ぞ
れ
₁₀
，
₅
，
₁
％
水
準
で
有
意
で
あ
る
こ
と
を
示
す
。



三 田 商 学 研 究₁₆
表
4
　
育
児
政
策
の
子
ど
も
数
と
の
相
乗
効
果
：（
1）
地
域
要
因
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
な
し

雇
用

正
規

非
正
規

本
意
型
非
正
規

係
数

限
界
効
果

係
数

限
界
効
果

係
数

限
界
効
果

係
数

限
界
効
果

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
×
₂₀
₀₇
︲₀
₉年

₀.
₄₆
₇

₀.
₁₈
₄

₀.
₃₃
₃

₆.
₉₉

e︲
₀₇

₀.
₁₁
₈

₀.
₀₂
₆₉

₀.
₀₁
₈₄

₀.
₀₀
₃₇
₈

　
ダ
ミ
ー
×
子
ど
も
₁人
ダ
ミ
ー

（
₀.
₃₉
₅）

（
₀.
₁₅
₅）

（
₀.
₈₇
₉）

（
₃.
₆₇

e︲
₀₆
）

（
₀.
₃₅
₆）

（
₀.
₀₈
₆₁
）

（
₀.
₃₄
₅）

（
₀.
₀₇
₁₇
）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
×
₂₀
₀₇
︲₀
₉年

－
₀.
₂₃
₂

－
₀.
₀₈
₅₁

－
₀.
₄₅
₃

－
₁.
₅₁

e︲
₀₇

₀.
₀₄
₂₆

₀.
₀₀
₉₃
₅

－
₀.
₀₂
₉₇

－
₀.
₀₀
₅₉
₄

　
ダ
ミ
ー
×
子
ど
も
₂人
以
上
ダ
ミ
ー

（
₀.
₄₅
₈）

（
₀.
₁₆
₀）

（
₀.
₈₇
₆）

（
₁.
₀₆

e︲
₀₇
）

（
₀.
₄₈
₀）

（
₀.
₁₀
₈）

（
₀.
₄₇
₅）

（
₀.
₀₉
₃₅
）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
×
₂₀
₁₀
︲₁
₂年

₀.
₁₆
₄

₀.
₀₆
₄₀

₀.
₄₇
₄

₁.
₅₇

e︲
₀₆

₀.
₁₄
₉

₀.
₀₃
₄₅

－
₀.
₀₄
₅₉

－
₀.
₀₀
₉₁
₀

　
ダ
ミ
ー
×
子
ど
も
₁人
ダ
ミ
ー

（
₀.
₄₈
₃）

（
₀.
₁₉
₁）

（
₀.
₈₁
₆）

（
₆.
₇₃

e︲
₀₆
）

（
₀.
₄₅
₆）

（
₀.
₁₁
₄）

（
₀.
₄₄
₂）

（
₀.
₀₈
₅₃
）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
×
₂₀
₁₀
︲₁
₂年

₁.
₁₇
₉＊
＊

₀.
₄₂
₈＊
＊
＊

－
₀.
₃₈
₁

－
₁.
₄₂

e︲
₀₇

₁.
₂₁
₃＊
＊

₀.
₄₀
₅＊

₁.
₀₇
₄＊
＊

₀.
₃₄
₂

　
ダ
ミ
ー
×
子
ど
も
₂人
以
上
ダ
ミ
ー

（
₀.
₅₄
₁）

（
₀.
₁₄
₇）

（
₀.
₇₉
₁）

（
₁.
₁₇

e︲
₀₇
）

（
₀.
₅₅
₇）

（
₀.
₂₂
₀）

（
₀.
₅₄
₈）

（
₀.
₂₁
₇）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー

－
₀.
₂₀
₁

－
₀.
₀₇
₄₄

－
₀.
₉₃
₆

－
₁.
₉₉

e︲
₀₇
＊
＊

₀.
₁₉
₉

₀.
₀₄
₆₉

₀.
₂₈
₅

₀.
₀₆
₆₇

　
×
₂₀
₀₇
︲₀
₉年
ダ
ミ
ー

（
₀.
₃₄
₈）

（
₀.
₁₂
₄）

（
₀.
₇₄
₈）

（
₉.
₄₃

e︲
₀₈
）

（
₀.
₃₀
₄）

（
₀.
₀₇
₈₃
）

（
₀.
₃₀
₀）

（
₀.
₀₇
₉₇
）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー

₀.
₁₇
₉

₀.
₀₇
₀₀

－
₀.
₀₉
₄₁

－
₆.
₄₀

e︲
₀₈

₀.
₂₁
₇

₀.
₀₅
₁₈

₀.
₂₉
₉

₀.
₀₇
₀₉

　
×
₂₀
₁₀
︲₁
₂年
ダ
ミ
ー

（
₀.
₃₅
₀）

（
₀.
₁₃
₈）

（
₀.
₅₀
₈）

（
₂.
₇₄

e︲
₀₇
）

（
₀.
₃₃
₈）

（
₀.
₀₈
₉₂
）

（
₀.
₃₃
₁）

（
₀.
₀₉
₀₀
）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー

－
₀.
₁₇
₉

－
₀.
₀₆
₆₈

₀.
₃₅
₁

₆.
₂₅

e︲
₀₇

－
₀.
₁₁
₇

－
₀.
₀₂
₃₉

－
₀.
₀₈
₇₆

－
₀.
₀₁
₇₂

（
₀.
₂₁
₈）

（
₀.
₀₇
₉₇
）

（
₀.
₂₇
₄）

（
₉.
₀₃

e︲
₀₇
）

（
₀.
₁₉
₃）

（
₀.
₀₃
₇₈
）

（
₀.
₁₈
₃）

（
₀.
₀₃
₄₇
）

₂₀
₀₇
︲₀
₉年
ダ
ミ
ー

₀.
₃₁
₉＊
＊
＊

₀.
₁₂
₃＊
＊
＊

₀.
₁₁
₄

₁.
₁₁

e︲
₀₇

₀.
₂₄
₁＊
＊
＊

₀.
₀₅
₄₅
＊
＊

₀.
₂₀
₁＊
＊

₀.
₀₄
₂₉
＊
＊

（
₀.
₀₉
₁₅
）

（
₀.
₀₃
₆₀
）

（
₀.
₁₅
₈）

（
₁.
₉₀

e︲
₀₇
）

（
₀.
₀₈
₈₃
）

（
₀.
₀₂
₁₈
）

（
₀.
₀₈
₄₈
）

（
₀.
₀₁
₉₅
）

₂₀
₁₀
︲₁
₂年
ダ
ミ
ー

₀.
₁₂
₈

₀.
₀₄
₉₆

₀.
₁₀
₇

₁.
₀₉

e︲
₀₇

₀.
₀₂
₃₇

₀.
₀₀
₅₁
₂

₀.
₀₀
₉₉
₉

₀.
₀₀
₂₀
₄

（
₀.
₁₁
₄）

（
₀.
₀₄
₄₄
）

（
₀.
₁₈
₈）

（
₂.
₄₀

e︲
₀₇
）

（
₀.
₁₁
₂）

（
₀.
₀₂
₄₄
）

（
₀.
₁₁
₂）

（
₀.
₀₂
₃₀
）

年
齢

₀.
₀₂
₃₃

₀.
₀₀
₈₉
₃

－
₀.
₀₈
₅₄
＊
＊
＊

－
₇.
₂₃

e︲
₀₈
＊

₀.
₀₅
₃₃
＊
＊
＊

₀.
₀₁
₁₄
＊
＊
＊

₀.
₀₅
₂₄
＊
＊
＊

₀.
₀₁
₀₇
＊
＊
＊

（
₀.
₀₁
₅₀
）

（
₀.
₀₀
₅₇
₅）

（
₀.
₀₂
₃₃
）

（
₃.
₇₆

e︲
₀₈
）

（
₀.
₀₁
₅₀
）

（
₀.
₀₀
₃₂
₃）

（
₀.
₀₁
₄₄
）

（
₀.
₀₀
₂₉
₄）

大
卒
・
大
学
院
卒
ダ
ミ
ー

₀.
₃₄
₅

₀.
₁₃
₅

₁.
₅₆
₈＊
＊
＊

₈.
₄₆

e︲
₀₅

－
₀.
₆₆
₁＊
＊
＊

－
₀.
₁₀
₇＊
＊
＊

－
₀.
₇₁
₀＊
＊
＊

－
₀.
₁₀
₆＊
＊
＊

（
₀.
₂₃
₁）

（
₀.
₀₉
₁₆
）

（
₀.
₃₅
₈）

（
₀.
₀₀
₀₁
₂₀
）

（
₀.
₂₀
₈）

（
₀.
₀₂
₅₀
）

（
₀.
₂₀
₁）

（
₀.
₀₂
₁₉
）

短
大
・
高
専
卒
ダ
ミ
ー

₀.
₁₂
₅

₀.
₀₄
₈₀

₀.
₇₀
₇＊
＊
＊

₂.
₁₁

e︲
₀₆

－
₀.
₁₇
₄

－
₀.
₀₃
₅₇

－
₀.
₁₈
₅

－
₀.
₀₃
₅₇

（
₀.
₁₅
₉）

（
₀.
₀₆
₁₅
）

（
₀.
₁₇
₃）

（
₁.
₆₉

e︲
₀₆
）

（
₀.
₁₄
₅）

（
₀.
₀₂
₈₄
）

（
₀.
₁₄
₀）

（
₀.
₀₂
₅₇
）

配
偶
者
年
収

－
₀.
₀₀
₀₁
₃₄

－
₅.
₁₂

e︲
₀₅

－
₇.
₁₈

e︲
₀₅
＊

－
₆.
₀₈

e︲
₁₁

－
₉.
₅₆

e︲
₀₅

－
₂.
₀₅

e︲
₀₅

－
₆.
₇₀

e︲
₀₅
＊
＊

－
₁.
₃₆

e︲
₀₅
＊
＊

（
₂.
₈₉

e︲
₀₅
）

（
₁.
₁₁

e︲
₀₅
）

（
₄.
₀₄

e︲
₀₅
）

（
₀）
　
　

（
₂.
₈₄

e︲
₀₅
）

（
₆.
₂₇

e︲
₀₆
）

（
₂.
₇₃

e︲
₀₅
）

（
₅.
₆₆

e︲
₀₆
）

同
居
ダ
ミ
ー

₀.
₃₈
₈＊
＊

₀.
₁₅
₂＊
＊

₀.
₂₇
₃

₄.
₃₂

e︲
₀₇

₀.
₀₆
₂₀

₀.
₀₁
₃₇

₀.
₀₇
₂₅

₀.
₀₁
₅₃

（
₀.
₁₈
₇）

（
₀.
₀₇
₃₉
）

（
₀.
₂₅
₂）

（
₇.
₁₂

e︲
₀₇
）

（
₀.
₁₈
₃）

（
₀.
₀₄
₁₃
）

（
₀.
₁₇
₉）

（
₀.
₀₃
₈₉
）

準
同
居
ダ
ミ
ー

₀.
₆₅
₁＊
＊
＊

₀.
₂₅
₅＊
＊
＊

₀.
₂₆
₆

₄.
₁₀

e︲
₀₇

₀.
₅₈
₂＊
＊
＊

₀.
₁₅
₆＊
＊
＊

₀.
₆₅
₆＊
＊
＊

₀.
₁₇
₄＊
＊
＊

（
₀.
₁₆
₃）

（
₀.
₀₆
₂₀
）

（
₀.
₂₁
₆）

（
₅.
₆₈

e︲
₀₇
）

（
₀.
₁₅
₂）

（
₀.
₀₄
₈₉
）

（
₀.
₁₄
₈）

（
₀.
₀₄
₇₆
）

子
ど
も
₁
人
ダ
ミ
ー

－
₀.
₉₁
₂＊
＊
＊

－
₀.
₃₂
₅＊
＊
＊

－
₀.
₈₉
₆＊
＊
＊

－
₈.
₈₅

e︲
₀₇
＊
＊

－
₀.
₆₁
₃＊
＊
＊

－
₀.
₁₂
₁＊
＊
＊

－
₀.
₅₁
₈＊
＊
＊

－
₀.
₀₉
₈₀
＊
＊
＊

（
₀.
₁₁
₈）

（
₀.
₀₃
₇₈
）

（
₀.
₁₈
₅）

（
₄.
₃₃

e︲
₀₇
）

（
₀.
₁₀
₉）

（
₀.
₀₂
₁₃
）

（
₀.
₁₀
₅）

（
₀.
₀₁
₉₆
）

子
ど
も
₂
人
以
上
ダ
ミ
ー

－
₁.
₃₁
₉＊
＊
＊

－
₀.
₄₀
₉＊
＊
＊

－
₁.
₀₃
₂＊
＊
＊

－
₅.
₄₇

e︲
₀₇
＊
＊

－
₁.
₀₁
₄＊
＊
＊

－
₀.
₁₆
₀＊
＊
＊

－
₀.
₈₉
₇＊
＊
＊

－
₀.
₁₃
₈＊
＊
＊

（
₀.
₁₄
₈）

（
₀.
₀₃
₄₂
）

（
₀.
₂₄
₅）

（
₂.
₄₆

e︲
₀₇
）

（
₀.
₁₄
₀）

（
₀.
₀₂
₀₃
）

（
₀.
₁₃
₆）

（
₀.
₀₁
₈₈
）

定
数
項

－
₀.
₀₉
₆₈

－
₁.
₈₅
₁＊
＊

－
₂.
₀₁
₅＊
＊
＊

－
₂.
₂₁
₆＊
＊
＊

（
₀.
₅₀
₃）

（
₀.
₇₈
₂）

（
₀.
₅₁
₇）

（
₀.
₄₉
₈）

（
₀.
₀₁
₈₉
）

サ
ン
プ
ル
サ
イ
ズ

₄,
₁₄
₉

注
₁
：（
 ）
内
は
ロ
バ
ス
ト
標
準
誤
差
を
示
す
。

　
₂
：
＊
，
＊
＊
，
＊
＊
＊
は
そ
れ
ぞ
れ
₁₀
，
₅
，
₁
％
水
準
で
有
意
で
あ
る
こ
と
を
示
す
。

＊
＊
＊

＊
＊
＊

＊
＊
＊

＊
＊
＊



地域の育児支援策と女性就業 ₁₇
表
4
　
つ
づ
き
：（
2）
地
域
要
因
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
あ
り

雇
用

正
規

非
正
規

本
意
型
非
正
規

係
数

限
界
効
果

係
数

限
界
効
果

係
数

限
界
効
果

係
数

限
界
効
果

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
×
₂₀
₀₇
︲₀
₉年

－
₀.
₃₇
₂

－
₀.
₁₃
₂

－
₂.
₂₂
₅

－
₄.
₃₇

e︲
₀₈

－
₀.
₀₉
₄₄

－
₀.
₀₂
₀₈

－
₀.
₂₄
₈

－
₀.
₀₄
₇₈

　
ダ
ミ
ー
×
子
ど
も
₁人
ダ
ミ
ー

（
₀.
₄₈
₁）

（
₀.
₁₅
₅）

（
₁.
₆₅
₃）

（
₇.
₅₉

e︲
₀₇
）

（
₀.
₄₄
₄）

（
₀.
₀₉
₃₁
）

（
₀.
₄₃
₁）

（
₀.
₀₇
₁₅
）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
×
₂₀
₀₇
︲₀
₉年

－
₁.
₃₅
₃＊
＊
＊

－
₀.
₃₃
₈＊
＊
＊

－
₂.
₅₁
₀＊

－
₄.
₀₄

e︲
₀₈

－
₀.
₅₄
₉

－
₀.
₀₉
₃₆

－
₀.
₆₅
₄

－
₀.
₀₉
₈₅
＊

　
ダ
ミ
ー
×
子
ど
も
₂人
以
上
ダ
ミ
ー

（
₀.
₅₂
₂）

（
₀.
₀₆
₂₅
）

（
₁.
₄₇
₅）

（
₇.
₀₅

e︲
₀₇
）

（
₀.
₅₅
₁）

（
₀.
₀₆
₄₆
）

（
₀.
₅₄
₆）

（
₀.
₀₅
₁₀
）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
×
₂₀
₁₀
︲₁
₂年

－
₀.
₀₅
₅₉

－
₀.
₀₂
₁₁

₀.
₅₃
₉

₅.
₂₈

e︲
₀₇

₀.
₀₇
₀₅

₀.
₀₁
₆₉

－
₀.
₂₂
₉

－
₀.
₀₄
₄₅

　
ダ
ミ
ー
×
子
ど
も
₁人
ダ
ミ
ー

（
₀.
₆₁
₂）

（
₀.
₂₂
₉）

（
₀.
₈₉
₆）

（
₈.
₇₆

e︲
₀₆
）

（
₀.
₅₈
₅）

（
₀.
₁₄
₅）

（
₀.
₅₆
₇）

（
₀.
₀₉
₅₆
）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
×
₂₀
₁₀
︲₁
₂年

₀.
₉₈
₀

₀.
₃₇
₀

－
₁.
₂₆
₈

－
₃.
₄₃

e︲
₀₈

₁.
₀₆
₉

₀.
₃₆
₁

₀.
₈₅
₄

₀.
₂₆
₈

　
ダ
ミ
ー
×
子
ど
も
₂人
以
上
ダ
ミ
ー

（
₀.
₇₃
₄）

（
₀.
₂₃
₃）

（
₁.
₄₇
₁）

（
₆.
₀₅

e︲
₀₇
）

（
₀.
₇₇
₅）

（
₀.
₃₀
₈）

（
₀.
₇₆
₃）

（
₀.
₂₉
₅）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー

₀.
₇₅
₂＊

₀.
₂₉
₃＊

₀.
₄₈
₈

₃.
₆₆

e︲
₀₇

₀.
₆₀
₀

₀.
₁₇
₆

₀.
₇₁
₈＊

₀.
₂₁
₁

　
×
₂₀
₀₇
︲₀
₉年
ダ
ミ
ー

（
₀.
₄₄
₆）

（
₀.
₁₆
₃）

（
₀.
₆₇
₅）

（
₅.
₅₄

e︲
₀₆
）

（
₀.
₄₁
₄）

（
₀.
₁₄
₅）

（
₀.
₄₀
₄）

（
₀.
₁₄
₆）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー

₀.
₃₅
₄

₀.
₁₃
₉

₁.
₂₂
₉

₁.
₂₆

e︲
₀₅

₀.
₀₆
₃₂

₀.
₀₁
₅₁

₀.
₂₁
₉

₀.
₀₅
₃₇

　
×
₂₀
₁ ₀
︲₁
₂年
ダ
ミ
ー

（
₀.
₅₅
₃）

（
₀.
₂₂
₀）

（
₀.
₈₉
₆）

（
₀.
₀₀
₀₁
₅₆
）

（
₀.
₅₄
₁）

（
₀.
₁₃
₃）

（
₀.
₅₂
₃）

（
₀.
₁₄
₁）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー

₀.
₂₄
₆

₀.
₀₉
₅₇

－
₀.
₁₇
₃

－
₂.
₃₉

e︲
₀₈

₀.
₂₂
₉

₀.
₀₅
₇₂

₀.
₂₂
₇

₀.
₀₅
₄₃

（
₀.
₂₉
₅）

（
₀.
₁₁
₆）

（
₀.
₄₄
₅）

（
₃.
₉₀

e︲
₀₇
）

（
₀.
₂₇
₆）

（
₀.
₀₇
₄₂
）

（
₀.
₂₅
₉）

（
₀.
₀₆
₆₈
）

₂₀
₀₇
︲₀
₉年
ダ
ミ
ー

₀.
₁₈
₄

₀.
₀₇
₀₉

－
₀.
₀₀
₉₀
₂

－
₁.
₆₅

e︲
₀₉

₀.
₁₁
₅

₀.
₀₂
₇₂

₀.
₀₇
₅₇

₀.
₀₁
₆₉

（
₀.
₁₂
₉）

（
₀.
₀₅
₀₀
）

（
₀.
₂₇
₀）

（
₆.
₈₁

e︲
₀₈
）

（
₀.
₁₂
₅）

（
₀.
₀₃
₀₅
）

（
₀.
₁₂
₀）

（
₀.
₀₂
₇₅
）

₂₀
₁₀
︲₁
₂年
ダ
ミ
ー

₀.
₁₉
₁

₀.
₀₇
₄₁

－
₀.
₁₇
₉

－
₂.
₅₅

e︲
₀₈

₀.
₁₉
₇

₀.
₀₄
₈₅

₀.
₁₃
₇

₀.
₀₃
₁₅

（
₀.
₁₉
₄）

（
₀.
₀₇
₅₉
）

（
₀.
₃₅
₃）

（
₄.
₅₅

e︲
₀₇
）

（
₀.
₁₇
₆）

（
₀.
₀₄
₆₃
）

（
₀.
₁₇
₃）

（
₀.
₀₄
₂₀
）

年
齢

₀.
₀₁
₅₈

₀.
₀₀
₆₀
₄

－
₀.
₀₇
₀₇
＊

－
₁.
₃₀

e︲
₀₈

₀.
₀₄
₄₂
＊
＊

₀.
₀₁
₀₂
＊
＊

₀.
₀₄
₇₂
＊
＊
＊

₀.
₀₁
₀₄
＊
＊
＊

（
₀.
₀₂
₀₁
）

（
₀.
₀₀
₇₆
₇）

（
₀.
₀₃
₇₃
）

（
₂.
₁₈

e︲
₀₇
）

（
₀.
₀₁
₈₅
）

（
₀.
₀₀
₄₃
₀）

（
₀.
₀₁
₈₀
）

（
₀.
₀₀
₄₀
₁）

大
卒
・
大
学
院
卒
ダ
ミ
ー

₀.
₁₃
₇

₀.
₀₅
₂₈

₁.
₁₈
₂＊
＊
＊

₆.
₄₅

e︲
₀₆

－
₀.
₅₈
₃＊
＊

－
₀.
₁₀
₅＊
＊
＊

－
₀.
₅₅
₇＊
＊

－
₀.
₀₉
₆₀
＊
＊
＊

（
₀.
₃₀
₅）

（
₀.
₁₂
₀）

（
₀.
₄₃
₅）

（
₈.
₈₁

e︲
₀₅
）

（
₀.
₂₇
₈）

（
₀.
₀₃
₇₇
）

（
₀.
₂₆
₄）

（
₀.
₀₃
₄₅
）

短
大
・
高
専
卒
ダ
ミ
ー

₀.
₁₀
₆

₀.
₀₄
₀₈

₁.
₀₇
₃＊
＊
＊

₁.
₈₅

e︲
₀₆

－
₀.
₃₂
₁＊

－
₀.
₀₆
₈₈
＊

－
₀.
₃₄
₅＊

－
₀.
₀₆
₉₇
＊
＊

（
₀.
₁₉
₈）

（
₀.
₀₇
₆₃
）

（
₀.
₃₂
₁）

（
₂.
₇₀

e︲
₀₅
）

（
₀.
₁₈
₄）

（
₀.
₀₃
₆₃
）

（
₀.
₁₇
₈）

（
₀.
₀₃
₂₉
）

配
偶
者
年
収

－
₀.
₀₀
₀₁
₀₃
＊
＊

－
₃.
₉₄

e︲
₀₅
＊
＊

－
₀.
₀₀
₀₁
₂₂
＊
＊

－
₀　
　
　

－
₆.
₈₂

e︲
₀₅
＊

－
₁.
₅₈

e︲
₀₅
＊

－
₄.
₁₈

e︲
₀₅

－
₉.
₂₀

e︲
₀₆

（
₄.
₃₄

e︲
₀₅
）

（
₁.
₆₅

e︲
₀₅
）

（
₆.
₁₅

e︲
₀₅
）

（
₃.
₈₂

e︲
₁₀
）

（
₄.
₀₃

e︲
₀₅
）

（
₉.
₄₀

e︲
₀₆
）

（
₃.
₈₆

e︲
₀₅
）

（
₈.
₅₃

e︲
₀₆
）

同
居
ダ
ミ
ー

₀.
₃₅
₀＊

₀.
₁₃
₇＊

－
₀.
₁₁
₅

－
₁.
₆₇

e︲
₀₈

₀.
₂₀
₅

₀.
₀₅
₁₅

₀.
₂₁
₆

₀.
₀₅
₂₂

（
₀.
₂₀
₃）

（
₀.
₀₈
₀₄
）

（
₀.
₃₇
₂）

（
₂.
₇₃

e︲
₀₇
）

（
₀.
₁₉
₅）

（
₀.
₀₅
₃₁
）

（
₀.
₂₀
₁）

（
₀.
₀₅
₃₀
）

準
同
居
ダ
ミ
ー

₀.
₇₉
₁＊
＊
＊

₀.
₃₀
₈＊
＊
＊

₀.
₃₁
₉

₁.
₂₇

e︲
₀₇

₀.
₆₄
₃＊
＊
＊

₀.
₁₈
₆＊
＊
＊

₀.
₇₃
₁＊
＊
＊

₀.
₂₀
₉＊
＊
＊

（
₀.
₂₀
₆）

（
₀.
₀₇
₅₉
）

（
₀.
₂₅
₅）

（
₂.
₁₇

e︲
₀₆
）

（
₀.
₁₈
₅）

（
₀.
₀₆
₃₆
）

（
₀.
₁₈
₁）

（
₀.
₀₆
₂₁
）

子
ど
も
₁
人
ダ
ミ
ー

－
₀.
₉₃
₅＊
＊
＊

－
₀.
₃₃
₃＊
＊
＊

－
₀.
₄₂
₅

－
₇.
₃₃

e︲
₀₈

－
₀.
₈₂
₂＊
＊
＊

－
₀.
₁₇
₃＊
＊
＊

－
₀.
₆₈
₂＊
＊
＊

－
₀.
₁₃
₈＊
＊
＊

（
₀.
₁₆
₅）

（
₀.
₀₅
₃₁
）

（
₀.
₂₆
₆）

（
₁.
₂₅

e︲
₀₆
）

（
₀.
₁₄
₄）

（
₀.
₀₂
₉₅
）

（
₀.
₁₄
₀）

（
₀.
₀₂
₇₆
）

子
ど
も
₂
人
以
上
ダ
ミ
ー

－
₁.
₃₉
₂＊
＊
＊

－
₀.
₄₂
₅＊
＊
＊

－
₀.
₈₇
₂＊
＊

－
₁.
₀₂

e︲
₀₇

－
₁.
₁₄
₁＊
＊
＊

－
₀.
₁₉
₂＊
＊
＊

－
₀.
₉₈
₀＊
＊
＊

－
₀.
₁₆
₂＊
＊
＊

（
₀.
₂₁
₄）

（
₀.
₀₄
₇₈
）

（
₀.
₃₇
₄）

（
₁.
₇₂

e︲
₀₆
）

（
₀.
₁₈
₈）

（
₀.
₀₂
₇₃
）

（
₀.
₁₇
₇）

（
₀.
₀₂
₅₃
）

財
政
力
指
数

－
₀.
₂₉
₁

－
₀.
₁₁
₁

－
₂.
₀₁
₉＊
＊
＊

－
₃.
₇₂

e︲
₀₇

₀.
₆₂
₃＊

₀.
₁₄
₄＊

₀.
₅₇
₆＊

₀.
₁₂
₇＊

（
₀.
₃₆
₅）

（
₀.
₁₃
₉）

（
₀.
₆₁
₄）

（
₆.
₃₀

e︲
₀₆
）

（
₀.
₃₂
₉）

（
₀.
₀₇
₆₈
）

（
₀.
₃₀
₉）

（
₀.
₀₆
₈₆
）

ln
標
準
財
政
規
模

－
₀.
₁₇
₁

－
₀.
₀₆
₅₂

－
₀.
₂₂
₇

－
₄.
₁₉

e︲
₀₈

－
₀.
₁₀
₆

－
₀.
₀₂
₄₅

－
₀.
₁₁
₄

－
₀.
₀₂
₅₀

（
₀.
₁₀
₆）

（
₀.
₀₄
₀₆
）

（
₀.
₁₆
₇）

（
₇.
₀₂

e︲
₀₇
）

（
₀.
₁₀
₀）

（
₀.
₀₂
₃₃
）

（
₀.
₀₉
₆₇
）

（
₀.
₀₂
₁₄
）

定
数
項

₃.
₂₁
₉＊

₃.
₁₂
₈

－
₀.
₃₆
₄

－
₀.
₅₃
₉

（
₁.
₈₉
₄）

（
₂.
₅₇
₈）

（
₁.
₇₅
₀）

（
₁.
₆₉
₁）

（
₀.
₀₁
₈₉
）

サ
ン
プ
ル
サ
イ
ズ

₂,
₂₇
₉

注
₁
：（
 ）
内
は
ロ
バ
ス
ト
標
準
誤
差
を
示
す
。
　
　
₂
：
＊
，
＊
＊
，
＊
＊
＊
は
そ
れ
ぞ
れ
₁₀
，
₅
，
₁
％
水
準
で
有
意
で
あ
る
こ
と
を
示
す
。



三 田 商 学 研 究₁₈
表
5
　
育
児
政
策
が
労
働
時
間
に
与
え
た
影
響
：（
1）
地
域
要
因
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
な
し

週
平
均
労
働
時
間

全
サ
ン
プ
ル
（
非
就
業
＝
₀
）

雇
用
者

正
規
雇
用
者

非
正
規
雇
用
者

FE
R

E
FE

R
E

FE
R

E
FE

R
E

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー

－
₀.
₆₆
₈

－
₀.
₂₈
₉

－
₀.
₀₅
₇₇

－
₁.
₇₆
₉

₂.
₀₆
₂

₁.
₉₉
₆

－
₀.
₇₃
₈

－
₁.
₈₁
₈

　
×
₂₀
₀₇
︲₀
₉年
ダ
ミ
ー

（
₁.
₃₈
₇）

（
₁.
₃₅
₇）

（
₂.
₆₉
₃）

（
₂.
₃₅
₀⎠

（
₄.
₀₆
₆）

（
₄.
₁₂
₉）

（
₃.
₂₉
₉）

（
₂.
₆₃
₈）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー

₁.
₅₅
₇

₁.
₉₇
₅

₄.
₉₂
₅＊

₂.
₉₁
₃

₈.
₇₃
₆＊

₁₁
.₃
₅＊
＊
＊

₃.
₂₇
₀

₁.
₆₃
₄

　
×
₂₀
₁₀
︲₁
₂年
ダ
ミ
ー

（
₁.
₈₂
₃）

（
₁.
₈₅
₇）

（
₂.
₈₆
₃）

（
₂.
₄₈
₄⎠

（
₄.
₈₀
₂）

（
₃.
₄₆
₂）

（
₂.
₉₄
₃）

（
₂.
₄₆
₃）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー

₁.
₆₅
₈

－
₁.
₃₇
₉

－
₁.
₃₀
₈

－
₁.
₈₅
₆

－
₀.
₄₆
₈

－
₃.
₇₆
₃

₀.
₇₅
₀

₀.
₃₆
₂

（
₃.
₁₀
₆）

（
₁.
₂₃
₉）

（
₁.
₈₁
₂）

（
₁.
₈₀
₀⎠

（
₁.
₉₀
₁）

（
₃.
₁₈
₃）

（
₂.
₇₇
₀）

（
₂.
₁₀
₀）

₂₀
₀₇
︲₀
₉年
ダ
ミ
ー

₁.
₄₄
₇＊
＊

₁.
₇₅
₇＊
＊
＊

－
₀.
₉₉
₆

－
₀.
₅₄
₆

－
₂.
₁₈
₄

－
₂.
₄₃
₅

－
₀.
₉₁
₃

₀.
₀₉
₉₁

（
₀.
₆₇
₉）

（
₀.
₆₄
₉）

（
₁.
₀₈
₇）

（
₀.
₉₆
₃⎠

（
₂.
₆₇
₀）

（
₂.
₂₀
₀）

（
₀.
₉₀
₇）

（
₀.
₇₈
₅）

₂₀
₁₀
︲₁
₂年
ダ
ミ
ー

－
₀.
₅₂
₅

₀.
₁₅
₆

－
₂.
₂₃
₃

－
₀.
₉₃
₀

－
₀.
₈₂
₄

－
₂.
₉₇
₀

－
₃.
₂₅
₀＊
＊

－
₁.
₃₃
₅

（
₀.
₈₁
₉）

（
₀.
₇₄
₉）

（
₁.
₄₁
₃）

（
₁.
₀₈
₆⎠

（
₃.
₁₀
₉）

（
₁.
₉₇
₀）

（
₁.
₄₀
₃）

（
₁.
₀₁
₂）

年
齢

₀.
₀₆
₀₁

－
₀.
₀₄
₆₃

－
₀.
₂₉
₈

－
₀.
₄₁
₈⁂
＊
＊

₀.
₀₄
₅₂

₀.
₂₄
₂

₀.
₁₁
₂

－
₀.
₂₈
₀＊
＊

（
₀.
₁₅
₂）

（
₀.
₁₀
₆）

（
₀.
₂₃
₄）

（
₀.
₁₂
₈⎠

（
₀.
₅₁
₇）

（
₀.
₂₁
₄）

（
₀.
₂₅
₇）

（
₀.
₁₃
₀）

大
卒
・
大
学
院
卒
ダ
ミ
ー

₂.
₂₇
₃

₄.
₇₂
₈⁂
＊
＊

－
₁.
₉₆
₁

₁.
₂₇
₆

（
₁.
₅₆
₁）

（
₁.
₆₂
₃⎠

（
₂.
₂₁
₄）

（
₁.
₈₄
₂）

短
大
・
高
専
卒
ダ
ミ
ー

－
₁.
₃₇
₂

－
₀.
₁₈
₇

－
₁.
₃₀
₉

－
₁.
₀₄
₁

（
₁.
₀₆
₁）

（
₁.
₂₅
₄⎠

（
₁.
₈₄
₈）

（
₁.
₁₀
₆）

配
偶
者
年
収

－
₀.
₀₀
₀₄
₀₉

－
₀.
₀₀
₀₉
₂₂

₀.
₀₀
₀₁
₄₈

－
₀.
₀₀
₀₈
₃₁

₀.
₀₀
₀₅
₃₅

－
₀.
₀₀
₀₇
₉₃
＊
＊

－
₀.
₀₀
₀₂
₅₆

－
₀.
₀₀
₀₇
₀₉
＊
＊
＊

（
₀.
₀₀
₀₂
₈₁
）

（
₀.
₀₀
₀₁
₉₄
）

（
₀.
₀₀
₀₄
₄₃
）

（
₀.
₀₀
₀₂
₅₉
）

（
₀.
₀₀
₀₇
₉₂
）

（
₀.
₀₀
₀₃
₉₈
）

（
₀.
₀₀
₀₄
₉₆
）

（
₀.
₀₀
₀₂
₅₃
）

同
居
ダ
ミ
ー

₂.
₈₂
₀

₄.
₉₄
₀＊
＊
＊

－
₀.
₆₈
₅

₂.
₉₄
₈⁂

－
₁.
₃₆
₅

₀.
₈₇
₉

－
₁.
₄₄
₃

₀.
₈₉
₁

（
₁.
₉₄
₄）

（
₁.
₄₀
₆）

（
₂.
₉₉
₃）

（
₁.
₇₃
₆⎠

（
₆.
₇₁
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地域の育児支援策と女性就業 ₁₉
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表 6　傾向スコアマッチングによる頑健性チェック：（1）地域要因コントロールなし

雇用率
Level Difference Difference-in-Differences

モデル地域 非モデル地域 非マッチング マッチング 非マッチング マッチング
（a） （b） （a）－（b） （a）－（b） （₂₀₀₄︲₀₆年との差）

₂₀₀₄︲₀₆年 ₀.₃₂₃ ₀.₄₁₄ －₀.₀₉₁＊＊＊ －₀.₀₈₀＊＊＊

（₀.₄₆₈） （₀.₄₉₃） （₀.₀₂₉） （₀.₀₂₇）
₂₀₀₇︲₀₉年 ₀.₃₈₁ ₀.₄₉₈ －₀.₁₁₇＊＊＊ －₀.₀₈₃＊＊＊ －₀.₀₂₆ －₀.₀₀₃

（₀.₄₈₇） （₀.₅₀₀） （₀.₀₃₈） （₀.₀₃₅） （₀.₀₄₈） （₀.₀₄₅）
₂₀₁₀︲₁₂年 ₀.₄₉₂ ₀.₅₀₁ －₀.₀₀₉ ₀.₀₁₇ ₀.₀₈₂ ₀.₀₉₇＊＊

（₀.₅₀₂） （₀.₅₀₀） （₀.₀₄₉） （₀.₀₄₈） （₀.₀₅₇） （₀.₀₅₅）

正規雇用率
Level Difference Difference-in-Differences

モデル地域 非モデル地域 非マッチング マッチング 非マッチング マッチング
（a） （b） （a）－（b） （a）－（b） （₂₀₀₄︲₀₆年との差）

₂₀₀₄︲₀₆年 ₀.₁₁₀ ₀.₁₄₂ －₀.₀₃₂ －₀.₀₁₉
（₀.₃₁₃） （₀.₃₄₉） （₀.₀₂₀） （₀.₀₁₉）

₂₀₀₇︲₀₉年 ₀.₀₆₄ ₀.₁₅₈ －₀.₀₉₄＊＊＊ －₀.₀₈₁＊＊＊ －₀.₀₆₂＊ －₀.₀₆₂＊＊＊

（₀.₂₄₆） （₀.₃₆₅） （₀.₀₂₇） （₀.₀₁₈） （₀.₀₃₃） （₀.₀₂₆）
₂₀₁₀︲₁₂年 ₀.₁₅ ₀.₁₈₃ －₀.₀₃₃ －₀.₀₄₂ －₀.₀₀₁ －₀.₀₂₃

（₀.₃₅₉） （₀.₃₈₇） （₀.₀₃₈） （₀.₀₃₄） （₀.₀₄₁） （₀.₀₃₉）

非正規雇用率
Level Difference Difference-in-Differences

モデル地域 非モデル地域 非マッチング マッチング 非マッチング マッチング
（a） （b） （a）－（b） （a）－（b） （₂₀₀₄︲₀₆年との差）

₂₀₀₄︲₀₆年 ₀.₁₉₉ ₀.₂₆₀ －₀.₀₆₁＊＊ －₀.₀₆₅＊＊＊

（₀.₄₀₀） （₀.₄₃₉） （₀.₀₂₆） （₀.₀₂₃）
₂₀₀₇︲₀₉年 ₀.₃₁₂ ₀.₃₂₆ －₀.₀₁₅ ₀.₀₀₅ ₀.₀₄₆ ₀.₀₇₀＊＊

（₀.₄₆₄） （₀.₄₆₉） （₀.₀₃₆） （₀.₀₃₄） （₀.₀₄₃） （₀.₀₄₁）
₂₀₁₀︲₁₂年 ₀.₃₄₂ ₀.₃₀₈ ₀.₀₃₃ ₀.₀₇₀＊ ₀.₀₉₄＊ ₀.₁₃₅＊＊＊

（₀.₄₇₆） （₀.₄₆₂） （₀.₀₄₆） （₀.₀₄₇） （₀.₀₅₁） （₀.₀₅₂）

本意型非正規雇用率
Level Difference Difference-in-Differences

モデル地域 非モデル地域 非マッチング マッチング 非マッチング マッチング
（a） （b） （a）－（b） （a）－（b） （₂₀₀₄︲₀₆年との差）

₂₀₀₄︲₀₆年 ₀.₁₉₃ ₀.₂₄₃ －₀.₀₅₀＊＊ －₀.₀₅₃＊＊

（₀.₃₉₅） （₀.₄₂₉） （₀.₀₂₅） （₀.₀₂₃）
₂₀₀₇︲₀₉年 ₀.₃₀₇ ₀.₃₀₀ ₀.₀₀₆ ₀.₀₂₅ ₀.₀₅₇ ₀.₀₇₈＊＊

（₀.₄₆₂） （₀.₄₅₉） （₀.₀₃₅） （₀.₀₃₃） （₀.₀₄₂） （₀.₀₄₁）
₂₀₁₀︲₁₂年 ₀.₃₃₃ ₀.₂₈₈ ₀.₀₄₆ ₀.₀₈₁＊＊ ₀.₀₉₆＊ ₀.₁₃₄＊＊＊

（₀.₄₇₃） （₀.₄₅₃） （₀.₀₄₅） （₀.₀₄₆） （₀.₀₅₀） （₀.₀₅₂）
注 ₁：Levelの値は全サンプル（非マッチング）の値を掲載。
　 ₂：Levelの（ ）内は標準偏差，その他の（ ）内は標準誤差を示す。
　 ₃：＊，＊＊，＊＊＊はそれぞれ₁₀， ₅ ， ₁ ％水準で有意であることを示す。
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表 6　つづき：（2）地域要因コントロールあり

雇用率
Level Difference Difference-in-Differences

モデル地域 非モデル地域 非マッチング マッチング 非マッチング マッチング
（a） （b） （a）－（b） （a）－（b） （₂₀₀₄︲₀₆年との差）

₂₀₀₄︲₀₆年 ₀.₃₂₃ ₀.₄₁₄ －₀.₀₉₁＊＊＊ ₀.₀₅₉＊

（₀.₄₆₈） （₀.₄₉₃） （₀.₀₂₉） （₀.₀₃₈）
₂₀₀₇︲₀₉年 ₀.₃₈₁ ₀.₄₉₈ －₀.₁₁₇＊＊＊ ₀.₀₃₂ －₀.₀₂₆ －₀.₀₂₇

（₀.₄₈₇） （₀.₅₀₀） （₀.₀₃₈） （₀.₀₄₄） （₀.₀₄₈） （₀.₀₅₈）
₂₀₁₀︲₁₂年 ₀.₄₉₂ ₀.₅₀₁ －₀.₀₀₉ ₀.₁₃₆＊＊ ₀.₀₈₂ ₀.₀₇₇

（₀.₅₀₂） （₀.₅₀₀） （₀.₀₄₉） （₀.₀₆₄） （₀.₀₅₇） （₀.₀₇₄）

正規雇用率
Level Difference Difference-in-Differences

モデル地域 非モデル地域 非マッチング マッチング 非マッチング マッチング
（a） （b） （a）－（b） （a）－（b） （₂₀₀₄︲₀₆年との差）

₂₀₀₄︲₀₆年 ₀.₁₁₀ ₀.₁₄₂ －₀.₀₃₂ ₀.₀₄₁＊

（₀.₃₁₃） （₀.₃₄₉） （₀.₀₂₀） （₀.₀₂₇）
₂₀₀₇︲₀₉年 ₀.₀₆₄ ₀.₁₅₈ －₀.₀₉₄＊＊＊ －₀.₀₁₉ －₀.₀₆₂＊ －₀.₀₆₁＊

（₀.₂₄₆） （₀.₃₆₅） （₀.₀₂₇） （₀.₀₂₆） （₀.₀₃₃） （₀.₀₃₇）
₂₀₁₀︲₁₂年 ₀.₁₅ ₀.₁₈₃ －₀.₀₃₃ ₀.₀₇₂＊＊ －₀.₀₀₁ ₀.₀₃₀

（₀.₃₅₉） （₀.₃₈₇） （₀.₀₃₈） （₀.₀₄₃） （₀.₀₄₁） （₀.₀₅₁）

非正規雇用率
Level Difference Difference-in-Differences

モデル地域 非モデル地域 非マッチング マッチング 非マッチング マッチング
（a） （b） （a）－（b） （a）－（b） （₂₀₀₄︲₀₆年との差）

₂₀₀₄︲₀₆年 ₀.₁₉₉ ₀.₂₆₀ －₀.₀₆₁＊＊ ₀.₀₂₀
（₀.₄₀₀） （₀.₄₃₉） （₀.₀₂₆） （₀.₀₃₃）

₂₀₀₇︲₀₉年 ₀.₃₁₂ ₀.₃₂₆ －₀.₀₁₅ ₀.₀₆₂＊ ₀.₀₄₆ ₀.₀₄₂
（₀.₄₆₄） （₀.₄₆₉） （₀.₀₃₆） （₀.₀₄₄） （₀.₀₄₃） （₀.₀₅₅）

₂₀₁₀︲₁₂年 ₀.₃₄₂ ₀.₃₀₈ ₀.₀₃₃ ₀.₀₇₆ ₀.₀₉₄＊ ₀.₀₅₆
（₀.₄₇₆） （₀.₄₆₂） （₀.₀₄₆） （₀.₀₆₀） （₀.₀₅₁） （₀.₀₆₉）

本意型非正規雇用率
Level Difference Difference-in-Differences

モデル地域 非モデル地域 非マッチング マッチング 非マッチング マッチング
（a） （b） （a）－（b） （a）－（b） （₂₀₀₄︲₀₆年との差）

₂₀₀₄︲₀₆年 ₀.₁₉₃ ₀.₂₄₃ －₀.₀₅₀＊＊ ₀.₀₂₉
（₀.₃₉₅） （₀.₄₂₉） （₀.₀₂₅） （₀.₀₃₃）

₂₀₀₇︲₀₉年 ₀.₃₀₇ ₀.₃₀₀ ₀.₀₀₆ ₀.₀₇₉＊＊ ₀.₀₅₇ ₀.₀₅₀
（₀.₄₆₂） （₀.₄₅₉） （₀.₀₃₅） （₀.₀₄₄） （₀.₀₄₂） （₀.₀₅₅）

₂₀₁₀︲₁₂年 ₀.₃₃₃ ₀.₂₈₈ ₀.₀₄₆ ₀.₀₇₀ ₀.₀₉₆＊ ₀.₀₄₁
（₀.₄₇₃） （₀.₄₅₃） （₀.₀₄₅） （₀.₀₅₉） （₀.₀₅₀） （₀.₀₆₈）

注 ₁：Levelの値は全サンプル（非マッチング）の値を掲載。
　 ₂：Levelの（ ）内は標準偏差，その他の（ ）内は標準誤差を示す。
　 ₃：＊，＊＊，＊＊＊はそれぞれ₁₀， ₅ ， ₁ ％水準で有意であることを示す。
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低かったことが確認できる。ただし，非正規雇用率と本意型非正規雇用率については，モデル事
業期間やその後の期間になると，マイナスの有意性は観察されなくなり，₂₀₁₀︲₁₂年のマッチン
グ推計の結果はむしろモデル地域のほうが有意に高くなっている。
　こうした傾向は「Difference-in-Differences」の結果でも示されている。具体的には，マッチン
グと非マッチングともに，非正規雇用率や本意型非正規雇用率において₂₀₀₇︲₀₉年や₂₀₁₀︲₁₂年は
プラスに有意な ATTが推計されている。さらに，マッチングによる ATTは雇用率についても
₂₀₁₀︲₁₂年ではプラスに有意になっている。
　これらの結果から，「子育て支援総合推進モデル市町村事業」は，非モデル地域に比べて低い
水準にあったモデル地域の非正規雇用率や本意型非正規雇用率を押し上げ，非正規雇用としての
女性の就業確率を高める効果があったと解釈できる。
　次に，地域要因をコントロールした表 ₆（₂）に着目したい。まず，「Difference」をみると，表
₆（₁）でみられた雇用率・正規雇用率・非正規雇用率・本意型非正規雇用率のマイナスの有意性
は確認されず，むしろプラスに有意な結果が散見される。つまり，政策実施前に観察された非モ
デル地域よりも低いモデル地域の各種雇用率は，財政力指数や財政規模といった地域要因によっ
てもたらされており，これら地域要因が似ている市町村を比較すると，モデル地域のほうがむし
ろ政策前の雇用環境はよかったことが推察される。
　また，「Difference-in-Differences」の結果をみても，表 ₆（₁）で確認された雇用率や非正規雇用
率における正の有意性は，表 ₆（₂）では示されていない。つまり，表 ₆（₁）に示されていた育児政
策の効果は，政府のモデル指定による効果というよりは，市町村の取り組みによるところが大き
いと判断できる。

₅．おわりに

　労働市場で女性活用を促進していくには育児をしながら働いていける環境を整備することが重
要といえる。しかし，政府や自治体による育児政策が女性就業に与える影響については一定のコ
ンセンサスが得られているとはいえない。そこで，本稿では，₂₀₀₀年代に実施された育児政策の
₁つである「子育て支援総合推進モデル市町村事業」の政策評価分析を行った。具体的には，回
帰モデルと傾向スコアマッチングを用いた DD分析を行い，「子育て支援総合推進モデル市町村
事業」が女性の雇用率に与えた効果を検証した。
　本稿の分析より得られた結果は以下のとおりである。まず，「子育て支援総合推進モデル市町
村事業」により，対象となったモデル地域（市町村）の女性の非正規雇用，特に，自ら希望して
非正規雇用に就いた本意型非正規雇用が増加したといえる。この傾向は，短大・高専卒，あるい
は， ₆歳未満の子どもを多く育てる女性で顕著であった。さらに，同事業が，正規雇用に就いて
いる女性の労働時間を増加させた可能性も確認できた。一方，こうした政策効果の多くは，財政
力指数や財政規模などの地域要因をコントロールすると，みられなくなることも示された。この
結果は，同事業の女性就業への効果は，モデル地域としての指定というよりは，市町村の育児支
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援の取り組みに依存する可能性が高いことを示唆する。
　これら結果を踏まえ，「子育て支援総合推進モデル市町村事業」をいかに評価し，今後の政策
に対してどのような含意を導けるだろうか。まず，本意型非正規雇用を中心に非正規雇用が増加
したことを踏まえると，「子育て支援総合推進モデル市町村事業」あるいは「次世代育成支援対
策推進法」に則った市町村の育児支援の積極的な取り組みは，一定の効果をあげていたと評価で
きよう。仮に，非正規雇用の増加が本意型非正規雇用の増加を伴わないとすれば，望まない非正
規雇用を増やしたことになるため，育児政策をポジティブに評価することは難しい。しかし，今
回の分析結果は非正規雇用を望む女性をサポートしたことが示唆されるため，政策によって育児
期の既婚女性の就業環境が改善したと解釈できる。
　次に，同事業が正規雇用の既婚女性の労働時間を増加させた結果についても，ポジティブに評
価することができる。一般に，非正規雇用に比べて正規雇用のほうが職を得にくいため，政策的
に育児負担が軽減されたからといって，育児期の既婚女性が正規雇用の職をみつけることは容易
ではない。事実，本稿の分析でも，育児政策によって正規雇用率が上昇したとの結果は得られて
いない。その代わり，すでに正規雇用として働いていた女性については，政策効果で育児負担が
減り，その分の時間を労働に費やすことができるようになったと解釈することができる。
　これらを踏まえると，「子育て支援総合推進モデル市町村事業」あるいは「次世代育成支援対
策推進法」にもとづく市町村の育児支援策は，女性就業に対して一定の効果をあげたといえるだ
ろう。ただし，本稿の分析結果は，これらの効果の多くは，政府によるモデル事業の指定による
ものではなく，市町村による取り組みによるものであることを示唆しており，政府による地域を
対象としたモデル事業のあり方については，今後検討する必要もあると指摘できる。
　最後に，本稿の分析課題について述べておく。まず，「子育て支援総合推進モデル市町村事業」
全体の効果を検証できたものの，具体的にどのような事業が有効なのかについては示せていない。
₂節で触れたように，モデル地域では必須事業や選択事業に含まれるさまざまな育児事業を実施
している。本来ならば，どの事業のパフォーマンスがより高いのかを検討し，今後の政策に活か
していくべきであろう。また，本稿の推計により非正規雇用が促進したという結果を得たが，具
体的にどのような事業が非正規雇用の増加に寄与したのかを把握しなければ，より厳密な考察は
不可能であるといえる。しかし，今回は市町村ごとに一貫した事業のデータを確保できず，より
細かい分析を行うことができなかった。この点は今後の課題として残される。
　次に，本稿では「子育て支援総合推進モデル市町村事業」の短期あるいは中期的な効果を検証
したものの，長期的効果については検証できていない。分析では女性の非正規雇用への参加と正
規雇用の労働時間を増やすという政策効果が示されたが，より長期的にみれば，育児負担の減少
によって正規雇用への就業確率が高まるといった効果が顕現化する可能性もある。特に，市町村
では「次世代育成支援対策推進法」のもとで₂₀₀₅年から₂₀₁₄年までの長期的な取り組みがなされ
ているため，分析対象とする期間の拡大も含め，追加的な分析が必要といえよう。
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